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［別表］ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎は重点施策としてプラン２００９本文にも掲載
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１．安全マネジメント

（１）評価対象の中小規模事
業者への拡大

【国土交通省】
　安全マネジメントの評価の対象を（安全統括管理者等の
義務付け対象外である）中小規模事業者にも拡大。
　この場合、以下のような公共性の高い事業者及び安全性
のレベルが低い（社会的に影響の大きい事故を惹起した
等）事業者から優先的に実施。
・乗合事業者で、乗合車両を１００両以上保有する事業者
・専ら都市間の移動を目的とした運行を行う高速バス及び
ツアーバス事業者
・第一当死亡事故を惹起した事業者
・危険物運搬車両による大量漏えい事故を惹起した事業
者

年内
◎

【国土交通省】
○自動車運送事業に係る運輸安全マネジメント実施要領の改正（平成２１年１０月１６日
施行）
　 ・安全マネジメントの評価対象の拡大
　　　　　次の事業者について安全マネジメント評価を行うこととする。
  　         ①乗合バス　１００両以上
  　         ②都市間を結ぶ高速バス及び高速ツアーバスの事業者
  　         ③第１当事者の死亡事故を引き起こした事業者
  　         ④危険物の大量漏洩事故を引き起こした事業者
○第一当事者事故惹起等事業者（上記③及び④）に対する運輸安全マネジメント評価実
施要領を制定（平成２２年３月１９日施行）。
○平成２４年４月に関越道で発生した高速ツアーバス事故を踏まえ、安全管理規程の設
定・届出、安全統括管理者の選任・届出義務付け対象を全ての貸切バス事業者及び貸
切バス委託型管理の受委託の許可を受けている乗合バス事業者に拡大し、運輸安全マ
ネジメントを実施させることとする省令改正及び関連する上記実施要領の改正（平成２５
年１０月１日施行）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【別添１】

１．

 （１）

（２）ＮＡＳＶＡ等の活用 【国土交通省、（独）自動車事故対策機構（ＮＡＳＶＡ）】
　安全マネジメント評価に当たって、ＮＡＳＶＡ等を活用。

年内 ○

【国土交通省】
○第三者機関による安全マネジメント評価の実施
　・第三者機関（安全マネジメントについての知識経験を有する職員が相当数いる等の
　要件に該当する者）も安全マネジメント評価をすることができることとし、その場合に
　は、国が行った評価と同等に扱う。
　・平成２１年１０月２６日、ＮＡＳＶＡを第三者機関として認定。
　・平成２２年３月に３法人、同年９月に１法人を第三者機関として追加認定。

（２）

　　　　　　                                講ずべき施策の進捗状況

施策の位置付け ※進　　捗　　状　　況（平成２５年１１月２０日現在）※

※赤字は、平成２３年９月２９日（前回のフォローアップ会議）以降に実施されたもの。

実施の目途
施　　策今後取り組むべき課題



【事業者団体】
　安全マネジメントを浸透させるための講習会を、定期的
（例　半期毎等）に実施。
　また、ＮＡＳＶＡの実施する安全マネジメント講習等の受
講費用に対する助成を拡充。

（３）安全マネジメント講習 （３）

◎１～２年以内

【（公社）日本バス協会】
　平成２１年１０月１６日発出された「自動車運送事業者における運輸安全マネジメント等
の実施について」を受け、地方バス協会に対し、新たな評価対象事業者及び受講希望
事業者等を対象として、運輸局と連携して各地方ブロック（運輸局単位）毎に運輸安全マ
ネジメント制度の一層の浸透・定着のための講習を平成２１年度中に開催するよう要請
し、この結果、各地方ブロックでの講習会については実施済み。
　また、平成２１年６月に策定した「バス事業における総合安全プラン２００９」では、地方
バス協会が主催する会員事業者を対象とした講習会を定期的に開催するとした。平成２
２年４月１日以降の状況は以下のとおり。
○ 都道府県バス協会主催の安全マネジメント講習会及び安全マネジメント講習を盛り込
んだ各種会議を開催した。
○ NASVAの実施する安全マネジメント講習会への参加費用を助成した。
○ NASVAの実施する安全マネジメント講習会への積極的な参加を促した。
平成２３年度以降も、引き続き安全マネジメントの普及に取り組んでおり、実施状況は以
下のとおりである。
○都道府県バス協会において、安全マネジメント講習会（説明会）及び安全マネジメント
講習を含む各種会議を開催した。
○ＮＡＳＶＡの実施する安全マネジメント講習会への参加費用を助成した。
○ＮＡＳＶＡの実施する安全マネジメント講習会への積極的な参加を促した。

【（一社）全国ハイヤー・タクシー連合会】
　平成２１年９月に策定した「ハイ・タク事業における総合安全プラン２００９」において、１
～２年以内に各県協会が事業者を対象に安全マネジメントを浸透させるための講習会を
定期的に実施することを盛り込み、全国のタクシー協会で講習会を開催している。
　各県協会では、ＮＡＳＶＡの実施する安全マネジメントセミナー、講習会等の積極的な受
講を推進しており、開催情報を会員に周知するとともに、一部の協会では受講費用の助
成も行っている。
　また、各地方運輸局において開催される運輸安全セミナーの積極的受講について各県
協会を通じて傘下会員事業者に促した。
　更に、平成２２年３月５日に開催をした全タク連交通安全委員会において国土交通省
担当官を招聘して運輸安全マネジメントに関する研修を実施した。

【（公社）全日本トラック協会】
○平成２１年１１月１２日付け文書にて「トラック事業における総合安全プラン２００９」につ
いて各都道府県トラック協会に通知。
○平成２２年３月１８日開催の第８２回通常総会で上記プランの実施について承認。
○都道府県トラック協会が実施する「安全マネジメント講習会」について、開催場所、講
師の選考方法、使用する教材等実施状況についてアンケート調査を行い、結果をまとめ
て関係者の参考に供した。
○平成２２年度において、２９の地方協会が講習会を開催し、それぞれ年間１～５回程度
（多いところは２２回）実施している。

【国土交通省等】
○中小事業者に対し、運輸安全マネジメントの一層の普及・啓発を推進するため、民間
のリスクマネジメント会社、運輸関係団体、国土交通省等が連携した「運輸安全マネジメ
ント普及・啓発推進協議会」を平成２４年５月に設立し、普及・啓発の効果的な手法につ
いて検討。
○平成２５年７月に第２回協議会を開催し、その効果的な手法として民間機関等が国土
交通省の認定を受けて運輸安全マネジメントセミナーを実施する仕組みを導入。平成２５
年１０月３０日現在、４事業者が実施する運輸安全マネジメントセミナーを認定。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【別添２】



（４）中小規模事業者向け手
引の作成

【事業者団体】
　中小規模事業者が安全マネジメントの取組を容易に行え
るよう、業態ごとのわかりやすい手引を作成。

１～２年以内 ◎

【（公社）日本バス協会】
　日本バス協会会員事業者において安全マネジメントの円滑な取組みができるよう、安
全マネジメント推進マニュアル「安全マネジメントに取り組みましょう」を作成し、全会員事
業者に配布した。（平成２１年度、２２年度）
平成２３年度以降も、必要に応じて安全マネジメント推進マニュアル「安全マネジメントに
取り組みましょう」を配付するとともに、平成２５年１０月から安全管理規程等義務付け事
業者が全貸切バス事業者に拡大されたことから、当該マニュアルの見直しについて検討
している。

【（一社）全国ハイヤー・タクシー連合会】
　平成２３年１１月、１０台未満の小規模事業者向け「安全マネジメント実施手引き」（全タ
ク連版）を作成し、全国のタクシー事業者に配布した。

【（公社）全日本トラック協会】
　中小事業者向けの安全マネジメントの視聴覚教材（DVD）を作成し、地方協会の講習
会用に配布し、活用に供した。（平成２２年度）

【国土交通省】
　自動車運送事業に係る運輸安全マネジメント実施通達の改正（平成２１年１０月１６日
施行）
○事業者向け安全マネジメント手引の改訂
　・安全管理規程等義務付け事業者、準大規模事業者（車両が概ね１００両以上又は営
　業所が２以上）、中小規模事業者（車両数が概ね１００両未満かつ営業所が１）の事業
　規模別にわかりやすく、具体的な取組例を入れて改訂。
　・貸切バス事業者等への安全管理規程等義務付け事業者の拡大に伴い、安全管理規
程等義務付け事業者、準大規模事業者の手引を統合し、安全管理規程等義務付け事
業者用と中小規模事業者用の二部構成とすることにより、中小規模事業者である安全
管理規程等義務付け事業者が取り組むべき事項を明確化した。（平成２５年１０月１日施
行）

（４）

（５）事業者団体職員等に対
する研修

【国土交通省】
　事業者団体の職員等に対し、安全マネジメントについて、
国土交通大学校における研修、国土交通省職員を派遣し
ての研修等を実施。 ２１年度から ○

【国土交通省】
○平成２１年度から国土交通大学校柏研修センターで実施される運輸安全マネジメント
評価研修（大臣官房運輸安全監理官室主催）にＮＡＳＶＡ職員ほか第三者機関認定法人
職員が参加。
     ・平成２１年度（２１名）、平成２２年度（２１名）、平成２３年度（４０名）、平成２４年度（２
７名）

（５）

（６）下請事業者と一体となっ
た安全管理体制の構築

【国土交通省】
　「安全マネジメントの実施に当たっての手引き」及び「モデ
ル安全管理規程」に以下の内容を追加。
・下請事業者の輸送の安全の確保を阻害する行為を行わ
ない旨を下請基準等に盛り込むこと。
・下請事業者と長期契約を結ぶ等の密接な関係にある場
合は、下請事業者に対する安全マネジメント体制構築につ
いて要請、指導、確認すること。
等

年内 ○

【国土交通省】
　自動車運送事業に係る運輸安全マネジメント実施通達の改正（平成２１年１０月１６日
施行）
○トラック事業者が下請事業者を利用する場合は、下請事業者の輸送の安全の確保を
阻害する行為を行わないこととすることを「手引」に明記。
○下請事業者と長期契約を結ぶ等の密接な関係にある場合は、下請事業者における安
全管理体制の構築・改善について要請・指導すべきことを「手引」に明記。
○委託者（乗合バス事業者）・受託者（貸切バス事業者）が一体となった安全管理体制を
構築するため、乗合バス事業者に対する貸切委託運行の許可要件として、委託者・受託
者が一体となった運輸安全マネジメントの実施を先行的に義務付け、安全管理体制の
強化を実施。（平成２４年７月通達改正）
○上記内容について法令上の明確化を図るため、安全管理規程の設定・届出、安全統
括管理者の選任・届出を義務付けを実施。（平成２５年１０月１日施行）

【国土交通省】
　安全マネジメント評価において、当該企業が下請事業者
に対し、上記取組を行えているかを評価の対象に追加。 年内 ○

【国土交通省】
○貨物自動車運送事業者の評価に当たっては、当該企業が上記取組を行っているかに
ついても、評価の際、確認するものとする。

（６）



（７）安全マネジメント体制の
整っている事業者に対するイ
ンセンティブの付与

【国土交通省】
　安全マネジメント評価の結果、安全マネジメント体制が
整っていると認められる自動車運送事業者に対しては、監
査周期を延長。

年内 ○

【国土交通省】
　自動車運送事業に係る運輸安全マネジメント実施通達の改正（平成２１年１０月１６日
施行）
○自動車運送事業・運輸安全マネジメントの取組等に対するインセンティブ
　・地方運輸局は、国土交通省又は第三者機関のマネジメント評価を受けた事業者につ
いては、マネジメント評価の内容に応じて、長期未監査を理由とする巡回監査及び呼出
監査の対象としないことができるものとする。

【貨物自動車運送適正化事業実施機関】
　安全マネジメント体制が整っていることをトラック事業者の
Ｇマーク認定の評価項目の中に組み込み、重点的な配点
を実施。

２１年度から ○

【貨物自動車運送適正化事業実施機関】
　従来、Ｇマーク認定において、運輸安全マネジメントの取組については、申請事業所の
希望により選択することができる項目（選択項目。２０年度申請事業所の中で運輸安全
マネジメントを選択した事業所は約４％）であったところ、平成２１年度申請から、評価項
目「Ⅰ　安全性に対する法令の遵守状況」（合計２５項目４０点満点で３２点以上が認定
のために必要）における必須項目の一つ（配点は最高点（３点）。過労防止に配慮した運
行管理、輸送の安全確保に必要な指導監督といった重要項目と同等の重み付け）として
盛り込んだ。

【国土交通省】
　各モードの優良評価制度との整合性を図りつつ、安全マ
ネジメント評価の結果が優良な事業者に対し、事業者名の
公表及び行政手続上の優遇措置等を講ずることを検討。

中長期 ○

【国土交通省】
　平成２２年４月より、優良な取組事例を事業者名とともに国土交通省ホームページで公
表。また、安全マネジメント評価により適切な安全管理体制が構築されていることが確認
できた事業者については、安全マネジメント評価の実施間隔を延長する措置を講じた。

２．運行管理制度

（１）運転者に対する指導・監
督内容の明確化

【国土交通省】
　運行管理者が運転者に対して、「指導・監督指針」（告示）
に従って実効性のある指導・監督を行えるよう、指導・監督
マニュアルを作成。

２１年度内 ○

【国土交通省】
　運行管理者向けの指導監督マニュアルについて、トラック、バス及びタクシーの３業態
別に策定を行った。（平成２４年４月１０日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【別添３】

２．

（１）

（２）指導・監督の実施の記録
及び保存の義務付け

【国土交通省】
　省令を改正し、運行管理者が運転者に対して行う指導・
監督の実施の記録及び当該記録の保存を義務付け。 ２１年夏 ○

【国土交通省】
　関係省令及び告示を改正し、運行管理者が運転者に対して行う指導・監督の実施の記
録及び当該記録の保存を義務付け（平成２１年１０月１日施行）。

（２）

（３）上級講習（仮称） 【ＮＡＳＶＡ等の講習実施機関】
　運行管理者の更なるスキルアップのため、以下の内容を
カリキュラムとする実践的な運行管理者講習（上級講習
（仮称））の実施を検討。
・映像記録型ドライブレコーダ、デジタル式運行記録計等の
新技術の運行管理への活用。
・運行管理者が、適性診断に基づき適切な指導を行うため
の指導方法。
等 １～２年以内 ○ ○

【ＮＡＳＶＡ】
○平成１９年度より運行管理者のスキルアップのため、ドライブレコーダー、デジタル式
運行記録計等に特化した「安全マネジメント支援ツール講習」を実施している。
○平成２１年度は、本講習用テキストに、運行管理者自らが危険予知トレーニングシート
を作成するためのマニュアルを掲載し、講習を実施した。
○平成２２年度は、本講習テキストに、運行管理者が自ら再発防止対策を策定するため
に、事故要因分析手法の紹介と事例集を掲載した「事故分析・再発防止対策策定マニュ
アル」を新たに作成し、各主管支所において当該マニュアルを使用した講習を試行的に
実施した。
○平成２３年度は、従来のテキストと新たに作成したマニュアルを統一させ、前年度試行
的に実施した講習の結果を踏まえ、新「安全マネジメント支援ツール講習」として全支所
において実施している。
○平成２２年度より一般講習及び特別講習用テキストについて、適性診断結果に基づく
適切な指導助言方法に関する記述をリニューアルした「運転者の運転適性に応じた安全
運転指導」を掲載し、一般講習及び特別講習を実施している。

（３）

（４）運行管理者試験におけ
る出題等の見直し

【（財）運行管理者試験センター】
　運行管理者試験について、より効果的に実務上の知識
及び能力を問うことができるよう、出題及び配点を見直し。

２１年度見直
し
２２年度試験
より実施

○

【（公財）運行管理者試験センター】
○運行管理者試験について、平成２２年度の第１回試験（８月）から、運行管理者の業務
におけるより実務上の知識及び能力を問う問題を出題するとともに、出題方法も見直し、
また、実務上の知識及び能力に係る項目については、責任点を１点から２点へ引き上げ
て実施している。
　今後も、より運行管理者の業務に沿った実務上の知識及び能力を問う問題を出題する
とともに、試験結果の状況を見極めつつ、出題方法及び合格基準の見直し等試験の効
果的な実施に努めることとしている。

（４）

（７）



（５）運行管理者の補助者の
権限等の明確化

【国土交通省】
　運行管理者の補助者の権限等に関し、以下の点を明確
化するため、関係通達を改正。
・補助者が行う業務については、運行管理者の指揮命令
の下で行われるべきものであり、補助者が点呼を行った
際、特異事案が発生した場合には、直ちに運行管理者に
報告を行い、運行の可否に関し指示を仰ぐべきこと。
・補助者が行った業務の責任は運行管理者にあり、法令違
反等が確認された場合には、運行管理者が運行管理者資
格者証の返納等の処分を受けること。

２１年夏 ○

【国土交通省】
○パブリックコメントの結果を踏まえ、運行管理者の補助者の責任等について明確化す
るため、関係省令、関係通達を改正（平成２２年４月２８日施行）
・運行管理者の補助者となることができる要件として、運行管理者資格者証の交付を受
けている者を追加。
・補助者が、運行管理者の指示を仰がずに、又は指示に反して不適切な業務を行った場
合には、運行管理者資格者証の返納を命じることができることとする。

（５）

（６）点呼時におけるアルコー
ルチェッカーの使用の義務付
け

【国土交通省】
　飲酒運転の根絶のため、以下のとおり省令・通達を改
正。
・点呼（出庫時、帰庫時及び出先等で対面点呼が行えない
場合を含むすべての点呼）に当たっては、アルコールチェッ
カーを用いて、乗務員の酒気帯びの有無を確認し、記録し
なければならないこと。
・アルコールチェッカーが反応した場合は、乗務を禁止しな
ければならないこと。
・出先等で対面点呼が行えない場合には、乗務員にアル
コールチェッカーを携行させなければならないこと。

２１年度内に
改正

改正１年後施
行

◎

【国土交通省】
○パブリックコメントの結果を踏まえ、アルコールチェッカーの使用の義務付け等をする
ための関係省令及び関係通達を改正（平成２２年４月２８日公布、平成２３年５月１日施
行）。
・自動車運送事業者は、アルコール検知器を営業所ごとに備え、常時有効に保持すると
ともに、点呼の際に、酒気帯びの有無について確認を行う場合には、運転者の状態を目
視等で確認するほか、当該運転者の属する営業所に備えられたアルコール検知器を用
いて行わなければならない。
○アルコール検査の実効性向上策として、遠隔地において、同一事業者の他の営業所
等に備えられたアルコール検知器（一定の性能要件に制限）を使用する方法を認めるな
どの制度改正を検討しており、現在実施中のパブリックコメントの結果を踏まえて、所要
の通達改正を行う。（平成２５年　１２月中施行予定）

（６）

（７）運行管理者講習等にお
けるアルコールに関する専門
的教育

【ＮＡＳＶＡ等の講習実施機関】
　運転者に対する飲酒運転防止の指導を充実させるため、
関係機関と協力して、アルコールに関する専門的な教育
を、運行管理者講習等で実施。

２２年度から ○

【ＮＡＳＶＡ】
○指導講習におけるアルコール専門教育を行うために、ＮＰＯ法人ＡＳＫの飲酒運転防
止インストラクターとして平成２４年度は新たに２５名が認定され、これまでに９８名（退職
者等を除く）が認定されている。平成２５年度において、更に３１名が飲酒運転防止インス
トラクター養成講座を受講し、本年度中に認定される見込み。
○平成２２年度より、基礎講習、一般講習及び特別講習のテキストに、ＮＰＯ法人ＡＳＫが
執筆した「今ドライバーに必須のアルコール教育」を掲載。ＤＶＤ「知って得する！アル
コールの基礎知識」（ＡＳＫ制作）の放映とあわせ、各講習でアルコール専門教育を実
施。平成２５年度においても引き続き実施している。
○点呼時におけるアルコール検知器使用の義務化に伴い、平成２３年度より、基礎講
習、一般講習及び特別講習のテキストに点呼の実施方法等に関する内容を掲載。ＤＶＤ
「点呼　日々の安全運行のために」（ナスバ制作）の放映とあわせ、各講習で点呼時にお
けるアルコール検知器の使用義務等の周知を実施。平成２５年度においても引き続き実
施している。

（７）



【国土交通省】
　・タクシー事業：平成１８年の運行記録計の義務付け指定
地域拡大後における事故、過労運転等の発生状況等を踏
まえつつ、さらなる地域の拡大について検討。
　・トラック事業：現在、運行記録計の義務付けの対象外と
されている自動車のうち、長距離運転が常態化しやすいと
考えられるもの（例　車両総重量７ｔ以上８ｔ未満のトラック）
について、義務付けの拡大を検討。

１～２年以内 ◎

【国土交通省】
　過労防止以外の観点（安全対策・環境対策等）から運行
記録計の必要性、活用方策について検討し、これを踏まえ
義務付け範囲の拡大について検討。

中長期 ○

（９）映像記録型ドライブレ
コーダ、デジタル式運行記録
計等を活用した運行管理の
高度化

【国土交通省】
　映像記録型ドライブレコーダ、デジタル式運行記録計、Ｇ
ＰＳ－ＡＶＭといったＩＴ機器を活用し、安全対策・環境対策
の推進、経営の効率化等、運行管理の高度化を一体的に
進めるため、機器の仕様の作成、導入インセンティブの付
与等更なる普及方策について、必要な検討を実施。

１～２年以内 ◎ ◎

【国土交通省】
○自動車運送事業者における乗務員のリスク情報の把握や共有、経営者や運行管理
者による事故の再発防止対策の検討・立案等を容易に、かつ、効率的・効果的に実施す
るための映像記録型ドライブレコーダー活用マニュアルを公表した（平成２１年１０月３０
日）。
○自動車運送事業者による映像記録型ドライブレコーダー、デジタル式運行記録計の導
入を支援する補助制度を創設し、導入費用の３分の１を補助（平成２３、２４年度）
○平成２３年度補助実績(事故防止対策支援推進事業11.7億円の内数)
ドライブレコーダー７，０４５台、デジタル式運行記録計３，５０２台、デジドラ一体型７０９
台
○平成２４年度補助実績(事故防止対策支援推進事業10.9億円の内数)
ドライブレコーダー６，４４７台、デジタル式運行記録計２，２４７台、デジドラ一体型１，１４
１台
○平成２５年度補助計画(事故防止対策支援推進事業10.7億円の内数)
募集期間：平成２５年９月１７日～１０月１５日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【別添４】

（９）

（１０）IT点呼に係る要件の拡
大

【国土交通省】
　新たなＩＴ点呼実施の実証実験結果を踏まえ、ＩＴ点呼実
施に係る要件拡大を検討。

１～２年以内 ○

【国土交通省】
実証実験の結果等を踏まえ、ＩＴ点呼に関し、以下の項目について要件の拡大を実施し
た。
　・営業所に加え、車庫におけるＩＴ点呼の実施を認める
　・設置型端末に加え、携帯型端末の使用を認める
　・実施時間を連続する８時間（原則深夜・早朝）から連続する１６時間に拡大
　（営業所と当該営業所の車庫間については制限なし。）
（平成２３年４月１日施行）

（１０）

３．事故情報の活用充実

（１）業界全体での事故情報
の共有

【国土交通省】
　業界全体で事故情報を共有化するため、以下の情報を
発信するメールマガジン「自動車安全（仮称）」を創設。
・重大事故の発生状況等（事故速報に基づくもの）
・「自動車運送事業に係る交通事故要因分析検討会」にお
いて行う、社会的に影響の大きい重大事故の要因分析結
果
等

速やかに ◎

【国土交通省】
○平成２１年６月３日からメールマガジン「事業用自動車安全通信」において、重大事故
等の発生状況、その原因と考えられる不適切な運行管理等の情報等を発信。
現在（１１／８）、第２２２号を発信しており、登録者数が１３，１７２人。（前回のフォロー
アップ会議以降、５，７２１人増加）
○「自動車運送事業に係る交通事故要因分析検討会」において、平成２０年には１１件、
平成２１年には１６件、平成２２年には１０件、平成２３年には１０件、平成２４年には１０件
の事業用自動車による社会的影響の大きい重大事故の要因分析を実施し、報告書をと
りまとめ公表した（平成２５年６月７日、平成２４年度報告書公表）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【別添５】

３．

（１）

（２）事故速報の報告範囲及
び報告時期の見直し

【国土交通省】
　「自動車事故報告規則」（省令）を以下のとおり改正。
・事故速報の報告範囲の拡大
・事故速報の報告時期の迅速化

２１年夏 ○

【国土交通省】
　関係省令及び関係通達を改正し、事故速報等の報告範囲の拡大、事故速報の報告時
期の迅速化を図った（平成２１年１２月１日施行）。

（２）

（８）運行記録計の義務付け
の拡大

【国土交通省】
○調査・検討の結果、タクシーについては平成１８年度と比べ日車走行キロ及び流し比
率が増加傾向にあって、かつ、事故率が高い地域はみられなかった等の理由により、現
段階では指定地域の拡大は行わないこととした。
・トラック事業については、業界関係者を含めた検討会を開催し、運行記録計の装着義
務付け範囲の拡大の検討を行うための課題を整理した。現在、義務付け拡大について
具体的な検討を行っている。
○第１回検討会：平成２３年１１月２１日
○第２回検討会：平成２４年１月２６日
○第３回検討会：平成２４年８月９日
○第１回勉強会：平成２４年１２月２０日
○第２回勉強会：平成２５年２月１４日
○第３回勉強会：平成２５年３月１４日

（８）



【国土交通省】
　運転者に多い疾病、運行管理上の観点から把握すべき
症状、それらが運行に及ぼす影響等を医学的な見地から
調査・分析。
　これに基づき、健康状態に応じた乗務可否の判断の基準
等を示した指針（ガイドライン）を作成。
　また、当該ガイドラインにおいて、健康診断で異常が認め
られた乗務員に対し、再検査の受診結果の提示を求める
べきこと等を明確化。

２１年度内 ○

【国土交通省】
○平成２１年度「自動車運送事業に係る交通事故要因分析検討会」において、「事業用
自動車の運転者に係る健康管理マニュアル」を作成し公表した（平成２２年７月１日）。
　・定期健康診断結果等に基づく運転者の健康状態の把握
　・運転者の健康状態を踏まえた点呼等における運転者の乗務に係る判断及び対応

【国土交通省】
　事業者団体等を通じて、上記ガイドラインの徹底及びフォ
ローアップを実施。 ２１年度以降 ○

（２）事故歴等の把握 【国土交通省】
　新規採用運転者の指導・監督に関して、以下のとおり告
示・通達を改正。
・運転者として新たに採用する者については、 採用時に運
転記録証明書や無事故無違反証明書を確認し、過去の事
故及び違反歴を把握した上で、それに応じた指導を徹底す
べきこと。
・自動車運送事業に係る事故歴を把握した場合には、適性
診断（特定診断）を確実に受診させること。

２１年夏 ○ ○

【国土交通省】
○関係告示等を改正し、自動車運送事業者は、新たに運転者を雇い入れた場合には、
当該運転者の過去の事故歴を把握することとし、必要となる特別な指導及び適性診断を
確実に受けさせるものとした（平成２１年１０月１日施行）。

（２）

５．荷主等の発注者への対
策

【国土交通省】
　自動車運送事業者が惹起した重大事故及び法令違反に
関して発注者の関与が認められた場合には、当該発注者
の名称等を公表することとするよう、通達改正等により必
要な措置を実施。

年内 ◎

【国土交通省】
○貨物自動車運送事業者が惹起した重大事故及び法令違反に関して発注者の関与が
認められた場合には、国土交通省のホームページ等におけるネガティブ情報において当
該発注者の名称等を公表する措置を講じた（平成２３年４月１日施行）。

５．

６．事後チェック機能の充実・
強化

（１）監査要員の増員

【国土交通省】
　平成２１年度において、監査要員を２８人増員するととも
に、引き続き監査要員の増員を図り、監査体制の強化を推
進。 継続 ◎

【国土交通省】
○監査要員の増員
　・平成２２年度、運輸支局に２３人増員。
　・平成２３年度、本局に６人、運輸支局に１９人増員
　・平成２４年度、本局に６人、運輸支局に８人増員
　・平成２５年度、本局に８人、運輸支局に１４人増員
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【別添６】

６．

（１）

（２）効率的な監査の実施 【国土交通省】
　監査の効率化を図るため、臨店監査（特別監査を除く。）
の実施に当たっての重点項目を監査端緒ごとに明確化。

２１年夏 ○

【国土交通省】
○巡回監査、呼出監査において、監査端緒に応じて監査を実施すべき重点事項を例示
した通達を発出（平成２１年１０月２２日）。
例）バス火災事故を端緒とする監査にあっては、点検整備の実施状況等
○悪質な法令違反の疑いがある事業者に対して優先的・集中的に監査を実施することと
するほか、バス分野を念頭とした街頭監査の新設を盛り込んだ監査方針通達を発出（平
成２５年１０月１日施行）

【国土交通省、タクシーセンター】
　タクシー事業について、東京地域においても、タクシーセ
ンターからの街頭指導等の情報に基づく監査を実施。
　さらに、東京、大阪地域以外においてタクシー業務適正
化事業実施機関が指定された場合には、当該地域におい
ても実施を検討。

１～２年以内 ○

【国土交通省・東京タクシーセンター】
○効率的な監査の実施のためのタクシーセンターとの連携策の検討
　・平成２１年７月、本省、関東運輸局、東京タクシーセンターの関係者において、検討会
の立ち上げを決定。
　・平成２１年１０月第１回、平成２１年１２月第２回、平成２２年３月第３回検討会及び作
業部会を開催し、連携策の具体的運用について検討。
　・平成２２年５月に開催した検討会で、街頭指導による指導事案の活用として、東京タク
シーセンターから、毎月、街頭指導件数を関東運輸局へ報告することを決定。
　・平成２２年１２月、監査方針の細部取扱い通達を改正し、適正化事業実施機関が行う
街頭指導等に基づく報告により法令違反の疑いがある事業者を監査対象として明記し
た。（平成２３年４月施行）

４．運転者対策の充実・強化

（１）運転者の健康管理に係
る指針の作成

４．

（１）

（２）



（３）連携する民間団体職員
に対する研修

【国土交通省】
　貨物自動車運送適正化事業実施機関等、監査と連携す
る民間団体の職員の巡回指導等の資質向上のため、当該
職員に対し、国土交通大学校における研修、国土交通省
職員を派遣しての研修等を実施。

２１年度から ○

【国土交通省】
　・平成２１年度より、国土交通大学校における自動車監査業務〔基礎〕研修に、貨物自
動車運送適正化事業実施機関及びNASVAの職員が参加。
　・平成２２年度より、国土交通大学校における自動車監査業務〔基礎〕研修に、上記機
関ほかタクシー業務適正化特別措置法に基づく適正化事業実施機関（タクシーセン
ター）の職員が参加。

（３）

（４）監査における関係省庁
間の連携

【国土交通省】
　労働局との合同監査・監督の充実を図るため、厚生労働
省との間で監査方針を統一。 ２１年夏 ◎

【国土交通省】
○厚生労働省との打合せ（平成２１年１１月）を経て、自動車運送事業者に対する労働基
準監督機関との合同監査・監督の実施にあたって留意すべき事項についての通達を発
出（平成２１年１２月２２日施行）。

（４）

（５）行政処分対象の拡大 【国土交通省】
　以下の場合について、道路運送法等に基づく行政処分の
対象に追加。
・旅客、貨物両事業について、最低賃金法に違反している
場合
・旅客事業について、社会保険等未加入である場合

年内 ◎

（５）

（６）処分基準の強化 【国土交通省】
　飲酒運転が行われた場合には、他の悪質違反の場合に
比し、より重い行政処分を課すことができるよう、処分基準
を強化。

年内 ◎ ◎

【国土交通省】
　その他、法令違反等の実態を踏まえ、労働関係・社会保
険関係の法令違反を含め処分基準を強化。 年内 ◎

【国土交通省】
　次のとおり処分基準を改正（平成２１年１０月１日施行、平成２５年１１月１日一部改正）
○最低賃金法違反に対する処分基準を創設（旅客自動車運送事業、貨物自動車運送
事業）
    　　　　　　　一部の支払い
　　　  　　　　　　 　　　　　　　初違反１０日車　再違反２０日車
　    　　　　　　全てへの支払い
　　　   　　　　　　　　　　　　　初違反２０日車　再違反４０日車
○社会保険等未加入に対する処分基準
　・（旅客自動車運送事業）処分基準の創設
　　　　　　　　　一部未加入　初違反１０日車　再違反２０日車
　　　　　　　　　全部未加入　初違反２０日車　再違反４０日車
　・（貨物自動車運送事業）処分基準の強化
　　　　　　　　　一部未加入　初違反警告　　   →　１０日車
　
○飲酒運転等に対する処分基準を強化
　・処分日車数の強化
　　　　　　　　　　　　　　　　　  初違反　８０日車　→　１００日車
　
　・飲酒運転を下命容認した場合の即時事業停止期間の延長　　７日　→　１４日
　・飲酒運転等＋重大事故に係る指導監督義務違反の場合の即時事業停止期間の延
長　　３日　→　７日
　・飲酒運転等に係る指導監督義務違反の場合、即時事業停止処分（３日）を創設
　点呼におけるアルコール検知器の使用義務化に伴い、処分基準を創設（平成２３年５
月１日施行）
　・アルコール検知器備えなし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　初違反　６０日車
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　再違反１２０日車
　・アルコール検知器の常時有効保持義務違反
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　初違反　２０日車
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　再違反　４０日車

（６）



（７）処分逃れの防止 【国土交通省】
　処分逃れ対策として、以下のとおり処分基準の改正等を
実施。
・監査対象営業所の配置車両数を他の営業所に移した場
合は、移した先の営業所に対しても行政処分を実施。
・処分対象事業者が車両、運転者、荷主(トラックの場合)等
を一体としてグループ会社、休眠会社等に移している場合
等、処分対象事業者と車両移転先事業者との間に事業の
継続性及び同一性が認められるものについて、営業譲渡
が行われたものとして、車両移動先事業者に対しても、行
政処分を実施、違反点数を承継。
　また、必要な場合には、処分逃れをした事業者及びその
経営者等を道路運送法等の違反容疑で刑事告発を実施。

年内 ◎

【国土交通省】
　タクシー事業者に対する行政処分について、法令違反に
基づく処分量定に、遊休車両数に応じた使用停止処分を
加算することにより処分の実効性を確保。

年内 ○

（８）貨物事業許可基準未満
の事業者に対する集中的な
監査

【国土交通省】
　貨物事業許可基準（５両）未満の車両数の事業者に対し
て、優先的、集中的に監査を実施。

２１年度 ○

【国土交通省】
　貨物事業許可基準（５両）未満の車両数の事業者に対し、平成２１年６月の１ヶ月間を
重点監査月間として、優先的、集中的に監査を実施。
　なお、監査を実施した１，０１８社中、７４１社（７２．８％）に法令違反が確認された。

　なお、従来、保有車両が５両未満である場合について、運行管理者の選任が義務付け
られていなかったが、安全対策の徹底を図るため、貨物自動車運送事業輸送安全規則
を改正し、原則として運行管理者の選任を義務付けることとした。（平成２５年５月１日施
行）

（８）

【国土交通省】
　次のとおり処分基準を改正（平成２１年１０月１日施行）
○処分の実効性の確保１
　・違反営業所から処分前に他の営業所に車両を移動した場合
      　　　 →　当該他の営業所にも行政処分を行う。
　・違反事業者が処分前、処分後に会社分割又は他社へ事業譲渡（認可を要する場合
のみならず、車両等の譲渡による実質的な事業譲渡を含む。）を行った場合
　　　　　　→　承継事業者、譲渡先事業者にも行政処分を実施
             　　 承継事業者、譲渡先事業者にも違反点数を承継

○処分の実効性の確保２（一般乗用旅客自動車運送事業）
　・自動車等の使用停止処分において、遊休車両分について付加的に使用停止処分を
行う。

（７）



７．車両の安全対策

（１）アルコール・インターロッ
ク装置の普及

【国土交通省】
　内閣府の行う常習飲酒運転者の飲酒運転行動抑止に関
する調査研究・各種検証の結果を踏まえ、呼気吹き込み式
アルコール・インターロック装置の技術指針（案）を最終化。 ２２年度中 ◎

【国土交通省】
＜呼気吹き込み式アルコール・インターロック装置＞
平成２２年度の「新たな飲酒運転防止装置に関する調査検討会」において、「呼気吹込
み式アルコール・インターロック装置の技術指針」の検討を実施。当該技術指針につい
て、平成２３年７月にパブリックコメントを実施し、平成24年4月に策定。

【国土交通省】
　呼気吹き込み式アルコール・インターロック装置の技術指
針に基づき、適合品をユーザーが容易に識別できるよう、
装置の認定制度の創設等を行い、呼気吹き込み式アル
コール・インターロック装置の普及を促進。 ２２年度から ◎

装置の認定制度の創設等については、メーカーの開発動向及び装置の普及状況を踏ま
えて検討する。

【国土交通省】
　手の平の汗に含まれるアルコールを検知し飲酒運転を防
止する等の新たな技術開発を促進。

２１年度から ○

【国土交通省】
＜呼気吹き込み式以外のアルコール・インターロック装置＞
○平成２１年度から呼気吹き込み式以外の新たな飲酒運転防止技術（手の平の汗、臭
気センサーによる検知等）の実用化のための研究調査等を開始。
○平成２１年９月より３ヶ月間、（株）トヨタ自動車が新たに開発した呼気吹きかけ式アル
コール・インターロックを運送事業者のトラックや自動車交通局長車に試験的に装着して
実証実験を実施したところ。
○平成２１～２２年度にかけて呼気吹き込み式以外の新たな飲酒運転防止技術の動向
調査を行った。その結果、アルコール検知の精度が悪く個人差が大きいため今後の技
術開発動向を見守る必要がある。

（２）衝突被害軽減ブレーキ
の普及促進

【国土交通省】
　以下のとおり、大型車の衝突被害軽減ブレーキの普及を
促進。
・衝突被害軽減ブレーキの補助制度を継続・拡充。
・新車への装着義務化について検討。
・税制優遇措置の検討及び任意保険の保険料率への反映
に向けた検討を実施。

継続
◎

【国土交通省】
○平成19年度より実施している事故防止対策支援推進事業（先進安全自動車（ＡＳＶ）
の導入に対する支援）において、引き続き衝突被害軽減ブレーキ等のASV技術の購入
補助（費用の2分の1）を実施。なお、前回以降の実績は以下の通り。
・平成23年度実績：（衝突被害軽減ブレーキ2,053台、ふらつき警報装置810台、車線逸
脱警報装置116台、EVSC1,446台）
・平成24年度実績：（衝突被害軽減ブレーキ2,646台、ふらつき警報装置453台、車線逸
脱警報装置66台、EVSC1,618台）
・平成25年度実績は未確定（受付は9月に終了）

○平成24年4月より、衝突被害軽減ブレーキを装備した大型トラックに対して、自動車重
量税及び自動車取得税に係る税制特例措置を実施。平成25年度税制改正において、バ
スを税制特例対象に追加。

○大型車の衝突被害軽減ブレーキについて、平成26年11月より順次装備義務付けを開
始。なお、基準策定の経緯は以下の通り。
・平成24年3月に衝突被害軽減ブレーキの技術基準を策定し、大型トラックに対する装備
義務付けを決定。
・平成25年1月にバスを対象に追加。
・平成25年11月12日に国連の衝突被害軽減ブレーキ（AEBS）に関する協定規則（第131
号）を技術基準に採用。

（２）

７．

（１）



（３）新たな予防安全技術の
普及促進

【国土交通省】
　大型車のＥＶＳＣ（電子式車両姿勢制御装置）の基準化・
義務化のため、事故削減効果等の調査を行い、その普及
を促進。

２１年度から
◎

【国土交通省】
○平成19年度より実施している事故防止対策支援推進事業（先進安全自動車（ＡＳＶ）
の導入に対する支援）において、引き続きEVSC等の購入補助（費用の2分の1）を実施。
前回以降の実績は以下の通り。
・平成23年度実績：（衝突被害軽減ブレーキ2,053台、ふらつき警報装置810台、車線逸
脱警報装置116台、EVSC1,446台）
・平成24年度実績：（衝突被害軽減ブレーキ2,646台、ふらつき警報装置453台、車線逸
脱警報装置66台、EVSC1,618台）
・平成25年度実績は未確定（受付は9月に終了）

○大型車のEVSCについて、平成25年8月に保安基準を改正し、平成26年11月より順次
装備義務付けを開始。

【国土交通省】
　先進安全自動車（ＡＳＶ）推進計画に基づき、産学官連携
の下、広報活動等を通して実用化されているＡＳＶ技術の
普及を促進。

継続
◎

【国土交通省】
　居眠り等のドライバーの状態検知技術や通信技術を利
用したドライバーへの警報支援装置の開発・実用化を促
進。

中長期 ◎

（４）スピードリミッターの不正
改造の防止

【国土交通省】
　スピードリミッターの不正改造防止のため、以下の対策を
実施。
・警察との連携を強化し、街頭検査、監査等を効率的に実
施。
・不正改造の実態を把握し、事例等を体系的に整理した、
不正改造確認のためのマニュアルを作成。
・上記マニュアルを活用し、不正改造を行ったと思われる改
造施工者、自動車運送事業者に対する監査を実施。
・不正改造等を検査するための施設の整備を検討。

継続 ◎

【国土交通省】
　デジタル式運行記録計やＯＢＤ（On-board diagnosis：車
載診断装置）を用いて不正改造履歴の記録が行えるよう、
技術開発を行い、将来的には義務付ける等の対策を検
討。

２１年度から ○

【国土交通省】
○不正改造が疑われる車両について、確認できる検査機器（大型マルチテスタ）を平成
25年度より導入開始。これにより、警察と連携し効果的な不正改造対策を実施可能。

【国土交通省】
○居眠り等のドライバーの状態検知技術を利用したドライバーへの警報支援装置（ふら
つき警報装置）を含む実用化されたASV技術について、補助制度等により普及を促進。

○通信技術を利用したドライバーへの警報支援装置（車々間通信等）については、平成
23年3月に実用化システム基本設計書を策定。引き続き実用化に向けた更なる検討を推
進。

（４）

（３）



８．整備の充実・強化

（１）車輪脱落事故等の再発
防止

【国土交通省】
　大型車の車輪脱落事故や車両火災に係る再発防止策を
含め、確実な点検整備の実施について、自動車点検整備
推進運動、整備管理者研修等により啓発を促進。

年内
○

【国土交通省】
○自動車点検整備推進運動の実施要領及び実施細目により、以下の措置を実施。（平
成２１年７月２２日発出）
　・自動車点検整備推進運動において、大型車ユーザー及び運送事業者向けに事故事
　例等を掲載したチラシを作成し配付。
　・大型車の重点点検の実施等。
○整備管理者研修において啓発を実施。
○（社）日本自動車工業会が新たに作成したリーフレット「新・ＩＳＯホイール取扱いガイ
ド」を活用し、ＩＳＯ方式ホイールの適切な点検整備等の実施について、大型自動車等の
使用者に対し周知を図るよう地方運輸局へ通知（平成２２年３月１９日）。
○大型車の車輪脱落事故の発生状況について公表するとともに、日常点検整備の確実
な実施を周知 (平成23年1月14日)。
○「大型車輪脱落防止キャンペーン」を実施し、「スポーツ報知」の紙面で啓発を実施 (平
成23年3月4日、平成24年2月29日、平成25年3月1日)。
○「東名高速道路で発生したジェイアールバス関東株式会社及び株式会社ローレル観
光バスのバス火災事故に関する調査小委員会」報告書の提言を受け、①ターボチャー
ジャーに係る点検整備の実施、②エンジンオイルへの異物の混入防止、③火災発生時
における緊急時対応マニュアル等による適切な行動について周知。(平成22年6月30日
発出)
○事業用バス火災事故の発生状況に係る分析結果について公表するとともに、、事故
防止に向けて必要な対策を講じるよう周知。（平成24年3月30日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【別添７】
○エンジンオイルの劣化から車両火災に至るメカニズムの分析結果を公表するととも
に、車両火災防止に向けた対策を講じるよう周知。（平成24年7月13日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【別添８】

【国土交通省】
　大型車の車輪脱落事故等、社会的影響の大きな車両故
障事故が発生した場合の調査結果の取扱い手順を策定
し、自動車運送事業者又は整備事業者に対する監査の実
施等の再発防止策について明確化。

年内 ○

【国土交通省】
○監査方針細部取扱通達を改正（平成２１年１０月１日施行）し、以下の事業者を監査対
象として追加。
　・事業用自動車の車両火災事故（旅客自動車に限る。）又はホイールボルトの折損に
　よる車輪脱落事故を引き起こした事業者。
　・整備不良に起因する死傷事故を引き起こした事業者。

【国土交通省】
　ホイール取り付け方法について、ＩＳＯ方式への一元化が
進められる状況において、混在するＪＩＳ方式とＩＳＯ方式そ
れぞれにおける適切な点検整備の方法等の周知を徹底。

継続 ○

【国土交通省】
○「自動車の点検及び整備に関する手引」にＪＩＳ方式とＩＳＯ方式それぞれにおける点検
整備の方法を記載するとともに、（社）日本自動車工業会が作成したリーフレットやＤＶＤ
を活用し、自動車点検整備推進運動等において啓発を実施。
○今後、大型車のホイール取り付け方法がＩＳＯ方式に一元化されることから、引き続き
ＪＩＳ方式とＩＳＯ方式それぞれの点検整備の方法について周知する。
○（社）日本自動車工業会が新たに作成したリーフレット「新・ＩＳＯホイール取扱いガイ
ド」を活用し、ＩＳＯ方式ホイールの適切な点検整備等の実施について、大型自動車等の
使用者に対し周知を図るよう地方運輸局へ通知（平成２２年３月１９日）。
○大型車の車輪脱落事故の発生状況について公表するとともに、日常点検整備の確実
な実施を周知 (平成23年1月20日、平成24年2月29日、平成25年3月1日)。
○「大型車輪脱落防止キャンペーン」を実施し、「スポーツ報知」の紙面で啓発を実施 (平
成23年3月4日)。

８．

（１）



（２）整備管理の徹底 【国土交通省】
　整備管理者研修等において、平成１９年改正の整備管理
者に係る新制度の周知徹底を図るとともに、点検整備実施
率の向上、整備管理者研修受講率の引き上げ、事故の再
発防止策の徹底のため、整備管理者研修を充実。 １～２年以内 ○

【国土交通省】
○整備管理者選任前研修について、関係通達の一部改正を行い、研修の終了後に研
修内容の習熟度測定を行うことにより、管理者意識の醸成、基礎的事項の確実な習得
を図った。(平成23年3月31日)

【国土交通省】
　点検整備実施率の向上のため、処分基準を強化。

年内 ◎

【国土交通省】
　次のとおり処分基準を改正（平成２１年１０月１日施行、平成２５年１１月１日一部改正）
○点検整備未実施等に対する処分基準を強化（旅客自動車運送事業、貨物自動車運
送事業）。
　・日常点検の未実施
　　　　　　　　　初違反勧告～３日車×違反台数
　　　　　　　　　　　　　　→　警告～５日車×違反台数
　　　　　　　　　再違反 ３日車～９日車×違反台数
　　　　　　　　　　　　　　→　５日車～１０日車×違反台数
　・定期点検整備の未実施
　　　　　　　　　初違反警告～５日車×違反台数
　　　　　　　　　　　　　　→　警告～１０日車×違反台数
    　　　　　　　再違反 ５日～１５日×違反台数
　　　　　　　　　　　　　　→　５日～２０日車×違反台数
　・点検整備記録の改ざん・不実記載
　　　　　　　　　初違反 ３日車～５日車×違反台数
　　　　　　　　　　　　　　→　３０日車
　　　　　　　　　再違反 ９日車～１５日車×違反台数
　　　　　　　　　　　　　　→　６０日車
○整備管理者研修未受講に対する行政処分基準の強化（旅客自動車運送事業、貨物
自動車運送事業）。
　　　　　　　　　初違反　　警告～１０日車
　　　　　　　　　　　　　　→　１０日車

（２）



９．利用者等が安全性の観
点から運送サービスを容易
に取捨選択できる仕組みの
整備

（１）タクシー事業

【国土交通省】
　事業者や運転者の安全性、サービス水準等に関する評
価制度（ランク制度）の導入・改善等、安全性も含めた事業
者等の優劣が判別できるような方法について検討。

２１年度内 ○

【国土交通省、タクシーセンター】
　事業者や運転者ごとの事故率などのデータを活用して、
安全性に問題のある事業者や運転者について、タクシーセ
ンターで整備している乗り場や駅構内施設等への入構を
制限することについて検討。

２１年度内 ○

【国土交通省】
　苦情への対応に関する情報の開示及び行政処分に関す
る情報開示のさらなる充実。

２１年度内 ○

（２）貸切バス事業 【国土交通省】
　「貸切バス事業者の安全性等評価･認定制度検討委員
会」の報告（２０年度内とりまとめ）を踏まえ、貸切バス事業
者に係る評価を公表する制度を整備。

２２年度早期 ○

【（公社）日本バス協会】
○貸切バス事業者の安全性等評価・認定制度における詳細設計検討委員会の最終回
（全５回）を平成２２年１２月２１日に開催し、評価・認定基準を策定。
○平成２３年４月１日から申請受付を開始
○平成２３年６月１日に第１回平成２３年度貸切バス事業者安全性評価認定委員会を開
催。平成２３年度は計６回委員会を開催、２２８事業者を認定。
○平成２４年度は計４回委員会を開催、２１１事業者を認定。
○平成２５年９月１９日に開催した認定委員会において、二ッ星事業者を初めて認定。１
１月１日現在、総認定事業者は５３２事業者（うち、二ッ星１９４事業者）となっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【別添９】

（２）

１０．道路交通環境の改善 【国土交通省・警察庁】
　事故の発生割合が高い区間における交差点改良や歩道
の整備、中央帯の設置、信号機改良等。
通学路における歩道の整備やカラー舗装、防護柵の設置
等。
　生活道路への通過交通が多く、事故の発生割合が高い
地区において、生活道路への通過交通を抑制するための
クランクやハンプ等の整備による、歩行者等の安心・安全
の確保。
　防護柵や道路反射鏡等の交通安全施設の適切な維持・
管理を実施。
等

継続 ◎

【国土交通省・警察庁】
○平成２５年７月に事故の発生割合が高い3,490箇所を「事故危険箇所」に指定し、交差
点改良や歩道の整備、中央帯の設置、信号機改良等を重点的に実施。
○平成２４年度に実施した通学路の緊急合同点検に基づき、通学路における歩道整備
やカラー舗装、防護柵の設置、信号機機の設置等を推進。
○市街地等における生活道路の安全を確保するため，通過交通の抑制等が必要な地
区に対し、最高速度30キロメートル毎時の区域規制や路側帯の設置・拡幅等の対策を
採りつつ，地区の状況に応じて、物理的デバイス等の道路整備等を実施する「ゾーン30」
を設定し、都道府県公安委員会と道路管理者が連携した歩行者・自転車利用者の交通
安全対策を推進。

１０．

【国土交通省】
「利用者によるタクシーの選択性の向上に関する検討委員会」の報告書の内容を踏ま
え、各地域の評価実施機関（タクシー協会等）において、評価制度の詳細設計を検討
中。
○「神奈川タクシーセンター」では
　・平成２２年５～９月　　神奈川県における事業者評価制度実施に向けた準備会を３回
開催。
　・平成２２年１０月～平成２４年２月　京浜交通圏タクシー事業者の評価制度の導入に
関する検討会を９回開催。
　・平成２４年５月～平成２５年２月　タクシー事業者評価制度委員会を４回開催。
　・平成２５年４月より評価の開始。

【東京タクシーセンター】
○優良タクシー乗り場の新設
　・平成２０年３月の新橋駅東口タクシー乗り場に優良タクシー乗り場を設置以降、利用
者利便に配慮したタクシー乗り場の配置を目的とし、適宜、優良タクシー乗り場を設置し
てきているところ。
　（平成２３年２月に渋谷駅西口及び上野駅正面口に新設。平成２４年１１月に東京駅丸
の内南口前に新設。）
　・平成２３年８月～平成２５年３月　優良タクシー乗り場の利用状況の検証として「タク
シー乗り場管理運営委員会」を４回開催し、「今後の優良タクシー乗り場のあり方」をとり
まとめ、「優良タクシー乗り場設置に関するガイドライン」を策定したところ。
・平成２５年９月～１０月　増設に関する作業部会を２回開催し、優良乗り場の増設につ
いて検討中。

９．

（１）
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別添２ 民間機関等が実施する運輸安全マネジメントセミナーの認定 

別添３ 運行管理者向けの指導監督マニュアル 

別添４ 事故防止対策支援推進事業 

別添５ 自動者運送事業に係る交通事故要因分析検討会報告書 

別添６ 自動車運送事業の管理体制の強化 

別添７ 事業用バス火災事故の分析と防止に向けた対策 

別添８ エンジンオイルの劣化による車両火災防止に向けた対策 

別添９ 貸切バス事業者安全性評価認定制度 





平成２５年
１０月１日

から

別添１

から

運
輸
安
全
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

実
施
イ
メ
ー
ジ

ト
の

安全管理規程 届出等 義務付け対象者に１ 安全管理規程の届出等の義務付け対象者について１

事業の種別 義務付け対象事業者

貸切バス事業 全ての事業者 （対象拡大）

乗合バス事業
（貸切委託運行の許可を得ているもの）

全ての事業者 （対象拡大）

乗合バス事業
（ ）

乗合バス及び特定旅客の事業用自動車を
合計200 上所有 事業者（上記を除くもの） 合計200両以上所有している事業者

特定旅客事業
乗合バス及び特定旅客の事業用自動車を
合計200両以上所有している事業者※ 同一事業者で複数種類の事業許可を有する場合であって、上記のいずれか一つに該当

するものは、安全管理規程の届出等が義務付けられます。



安全管理規程の届出等の実施期限について
２

○安全管理規程の届出

※ 平成２５年１０月１日以降に事業許可を受けて事業を経営しようとする者は、
旅客運行を開始する日までに安全管理規程の届出を行うとともに 遅滞なく安全

○安全管理規程の届出

○安全統括管理者選任の届出

上記の期限日を過ぎても、安全管理規程の届出等を確認できなかった場合は、法令
に基づき、行政処分等の対象となることがありますので、十分に御注意下さい。
上記の期限日を過ぎても、安全管理規程の届出等を確認できなかった場合は、法令

に基づき、行政処分等の対象となることがありますので、十分に御注意下さい。

旅客運行を開始する日までに安全管理規程の届出を行うとともに、遅滞なく安全
統括管理者選任の届出を行わなければなりません。

その他の注意事項について
３

安全統括管理者を選任する場合は、事業運営上の重要な決定に参画する管理的地
位であって かつ 運行の安全確保に関する業務 点検・整備の管理に関する業務又は
安全統括管理者を選任する場合は、事業運営上の重要な決定に参画する管理的地

位であって かつ 運行の安全確保に関する業務 点検・整備の管理に関する業務又は位であって、かつ、運行の安全確保に関する業務、点検 整備の管理に関する業務又は
これらの業務等を管理する業務について、通算して３年以上従事した経験（合算すること
も可能）を有する者等の要件を満たすことが必要です。

位であって、かつ、運行の安全確保に関する業務、点検 整備の管理に関する業務又は
これらの業務等を管理する業務について、通算して３年以上従事した経験（合算すること
も可能）を有する者等の要件を満たすことが必要です。

安全管理規程や安全統括管理者選任の届出については、主たる事務所を管轄する
運輸支局（輸送担当）に提出して下さい。
安全管理規程や安全統括管理者選任の届出については、主たる事務所を管轄する

運輸支局（輸送担当）に提出して下さい。

※ 従来からの義務付け対象である乗合・貸切バス事業者等で 既に安全管理規程や安全統括管

本件の詳細については、国土交通省（各地方運輸局、沖縄総合事務局）のホームページ
にも掲載しておりますので御覧下さい。その他、運輸安全マネジメントの実施に関して御不明
な点がございましたら、以下の連絡先までお問い合わせ願います。

※ 従来からの義務付け対象である乗合・貸切バス事業者等で、既に安全管理規程や安全統括管
理者選任の届出を行っている者は、今般の制度改正に伴う新たな手続きは不要です。

【問合せ先】【問合せ先】
国土交通省自動車局 安全政策課 電話 03-5253-8566
主たる事務所を管轄する各地方運輸局 自動車交通部 旅客第一課
主たる事務所を管轄する各運輸支局（輸送担当）



 
   平成２５年１０月３０日 

大臣官房運輸安全監理官室 

 

 

民間機関等が実施する運輸安全マネジメントセミナーを認定しました！ 
 

 

運輸安全マネジメント制度は、従来の安全規制及び監査に加えて、運輸事業者が経営トップの主

体的な関与の下で現場を含む組織が一丸となって安全管理体制の構築・改善に主体的に取組み、国

がその取組を評価・助言することで輸送の安全性を継続的に向上させる制度として、平成１８年１

０月に導入されました。 

中小事業者に対しては、運輸安全マネジメントの一層の普及・啓発を推進するため、民間のリス

クマネジメント会社、運輸関係団体、国土交通省等が連携した「運輸安全マネジメント普及・啓発

推進協議会」を平成２４年５月に設立し、普及・啓発の効果的な手法について検討を行ってきまし

た。 

また、平成２５年７月に第２回協議会を開催し、その効果的な手法として民間機関等が国土交通

省の認定を受けて運輸安全マネジメントセミナーを実施する仕組みを導入しました（別紙参照）。 

この仕組みが導入されて３ヶ月が経ちましたが、以下の４事業者が実施する運輸安全マネ

ジメントセミナーを認定しています（平成２５年１０月３０日現在）。 

 

・東京海上日動リスクコンサルティング株式会社 

  認定したセミナーの種類：ガイドライン（※） 

・損保ジャパン日本興亜リスクマネジメント株式会社 

  認定したセミナーの種類：ガイドライン 

・株式会社インターリスク総研 

  認定したセミナーの種類：ガイドライン 

・一般財団法人日本品質保証機構 

  認定したセミナーの種類：ガイドライン、内部監査（基礎）、リスク管理（基礎） 

※ガイドライン：運輸事業者における安全管理の進め方に関するガイドライン 

 

認定セミナーに関する情報については、国土交通省のホームページからも確認できますのでご覧く

ださい。 

http://www.mlit.go.jp/unyuanzen/certif.html 
 

  

＜お問い合わせ先＞ 

国土交通省大臣官房運輸安全監理官室 

木下、米田 

TEL:03-5253-8111（内線 22074、22053） 

03-5253-8797（直通） 

FAX:03-5253-1531 

別添２



国土交通省が認定する運輸安全マネジメントセミナーについて

民間機関等が実施する運輸安全マネジメントセミナー、講習会の認定
１．国土交通省は、民間機関等の活力とノウハウを活用して中小自動車運送事業者に対する運輸安全マネジメントの

別紙

１．国土交通省は、民間機関等の活力とノウハウを活用して中小自動車運送事業者に対する運輸安全マネジメントの
さらなる浸透・定着を図るため、民間機関等が実施するセミナーを認定する制度を平成２５年７月に構築しました。

２．１０月３０日現在、認定を受けた者は、運輸安全マネジメント普及・啓発推進協議会のメンバーである４者です（そ
の他２者が申請中又は申請準備中）。

認定セミナ を受講し 受講内容を活用して 安全管理体制の構築 強化に取り組んでいることが調査票に認定セミナーを受講し、受講内容を活用して、安全管理体制の構築・強化に取り組んでいることが調査票に
より確認された事業者については、長期未監査を理由とする巡回監査及び呼出監査の対象外となる場合があり
ます。

認定セミナー実施の仕組み認定セミナ 実施の仕組み

セミナー実施者国 セミナー受講者
（自動車運送事業者）

申 請
セミナーの種類
・ガイドライン
・リスク管理（基礎）審 査

認 定
リスク管理（基礎）

・内部監査（基礎）
・リスク管理（上級）
・内部監査（上級）

審 査

⑤アンケ ト票送付
アンケートによる

②セミナーの受講
③アンケートの記入

⑤アンケート票送付
セミナー受講者等の通知

①セミナー実施 ⑥調査票配付
《認定セミナー
活用状況報告用》

アンケ よる
評価を確認

⑨長期未監査を理由と
する巡回監査等の対象

⑦社内において認定
セミナーの内容を活用

⑧活用状況を報告
する巡回監査等の対象
とするか判断

お問い合わせ先（認定を受けた者）

（担当 芦沢）東京海上日動リスクコンサルティング株式会社 自動車リスク事業部 自動車グループ
損保ジャパン日本興亜リスクマネジメント株式会社 自動車リスクコンサルティング本部 企画開発部
株式会社インターリスク総研 コンサルティング第四部交通リスク第一グループ
一般財団法人 日本品質保証機構 マネジメントシステム部門

TEL：０３-５２８８-６５８６ （担当：芦沢）

TEL：０３-３３４９-５４３６ （担当：落合）

TEL：０３-５２９６-８９１６ （担当：宇都宮）

TEL：０３-４５６０-５７２０ （担当：川音）



自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う一般的な指導及び
監督の実施マニュアル

トラック バス タクシ の各業態別に安全運転のためトラック、バス、タクシーの各業態別に安全運転のため
のわかりやすい教育用マニュアルを策定しました。

ポイント
偏荷重が発生する要因は、積荷

の積み方や固縛が十分でないため

ポイント
乗客の乗降時にドアを開閉する際に

は、左後方から自転車や二輪車・原

例．トラック事業者編 例．タクシー事業者編例．バス事業者編

ポイント
路線バスでは、高齢者の車内転

倒が多く発生しています。発車前にの積み方や固縛が十分でないため
に生じる場合、運行中の荷崩れに
よって生じる場合があります。偏荷重
により生じる危険性を認識し、偏荷重
を防ぐよう心がけさせましょう。

は、左後方から自転車や二輪車 原
付などが来ないか、乗客が確実に乗
降したのかなど、安 全確認が重要で
あることを認識させましょう。

 ③乗客の 乗り降り

に配慮し た停止

倒が多く発生しています。発車前に
は、乗客が着席又は手摺りにつか
まっているかの状況確認をするととも
に、走行時には立ち上がったり、席を
移動しないよう、呼びかけることが必
要です

①周囲と 車内の安

全確認を して車

線変更する 

に配慮し た停止

場所を選ぶ 

④自動ドアの 開閉可能な

ス ペ ー ス を 確 保 し つ

要です。

◎減速時における立ち姿勢の乗客の状態

②左後方 の二輪車

等に注意する 

ス ペ ー ス を 確 保 し つ

つ、できるだ け左端に

沿った位置に停止する

減速度０ ５Ｇを超えて急停止した場合に

○「自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う一般的な指導及び監督の

減速度０．５Ｇを超えて急停止した場合に
は、車内事故につながる危険が高くなり
ます。

自動車運送事業者 事業用自動車 運転者 対 行う 般 な指導及 督
実施マニュアル」 （平成２４年４月公表）

→ http://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03manual/index.html
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デジタル式運行記録計及び映像記録型ドライブレコーダー
の導入に対する支援について

デジタル式運行記録計及び映像記録型ドライブレコーダーから取得したデータを活用

事業の目的

別添４

■ 映像記録型ドライブレコーダ ■■ デジタル式運行記録計 ■

補助対象機器の概要

行記録計及 映像記録 ラ 取得 を活用
して、運行管理者が運転者への安全指導を行うこと等により、安全性向上が図られる
ことから、それらの機器の普及促進を目的として支援を行う。

事故やニアミス等で急ブレーキ等の衝撃を
受けると、その前後の映像、加速度、ブレー
キ、ウインカー等の走行データを記録。

運転速度、時間、走行距離を電子データ
として記録。運転傾向の自動分析も可能。

急ブレーキ
急発進
急ハンドル

ドライブレコーダ
で瞬間の映像を記録

デジタル式運行記録計で
速度、距離等を記録

急ブレーキ時の動画
専用の解析ソフトで

分析

専用の解析ソフトで分析

データを利用して 運転者への安全指導を実施

運行傾向を評価

期待される効果

デジタル式運行記録計及びドライブレコーダーから得られたデータを用いて、運行管理
者が運転者への安全指導を行うこと等により、安全性向上が図られる

データを利用して、運転者への安全指導を実施

補助対象、補助率

補助対象機器 補助対象者 補助率

ドライブレコーダ 車載器及び事業所用機器 トラック、バス、

タクシー事業者

導入経費
の１／３デジタル式運行記録計 車載器及び事業所用機器



過労運転防止のための先進的な取り組みに対する支援
について

今般の高速ツアーバスの事故を踏まえ、貸切バス事業者等における過労運転防止等に係る
運行管理の高度化を促進するため 乗務時間や運行記録の把握 分析 営業所を離れたリ

事業の目的

運行管理の高度化を促進するため、乗務時間や運行記録の把握・分析、営業所を離れたリ
アルタイムの運転者の体調・疲労の把握等に効果が高い先進的な機器を活用した先進的な
取り組みを行っている事業者に対し、必要な機器の導入について支援を行う。

ド イバ 居眠り

補助対象の取り組みの概要

インタ ネ ト環境を活用した

居眠り感知 居眠り警報

ドライバーの居眠り
感知・警報装置

モバイルを活用した遠隔地
運転者

（遠隔地）

インターネット環境を活用した
リアルタイムでの運行管理機器

・運転時間、休憩時間の把握
・GPSを使った車両位置情報の把握

モバイルを活用した遠隔地
における点呼機器

・カメラ等を通して疲労等を確認
・点呼日時 点呼結果等の自動記録

運行管理者
（営業所）

・GPSを使った車両位置情報の把握 点呼日時、点呼結果等の自動記録

期待される効果

先進的な機器の導入により、運転者の過労運転を防止し、居眠り運転等を原因
とする重大事故を防ぐ。

補助対象 補助率補助対象、補助率

補助対象 補助対象者 補助率

ＩＴを活用した過労運転防止
のための機器

トラック、バス、タクシー事業者
補助対象経費
の１／２



 
 

 

 

 

自動車運送事業に係る交通事故要因分析検討会報告書（平成 24 年度） 

 

[概要] 

 

 

[第１分冊]事業用自動車の交通事故の傾向分析 

[第２分冊]過労運転による事故を防止するための対策（中間整理） 

[第３分冊]社会的影響の大きい重大事故の要因分析 

 

 

 

 

平成 25 年６月 

 

国 土 交 通 省 自 動 車 局 

自動車運送事業に係る交通事故要因分析検討会 

 
 

背景 

 

交通事故の多くは、見かけ上運転者の運転操作ミスや交通違反等の人的要因によって発生してい

るため、第一義的には、運転者の教育・指導が肝要であるとされています。 

しかし、事故の直接の原因が運転者であったとしても、その背後には、運転操作を誤ったり、交

通違反をせざるを得なかったりすることに繋がる要因・背景が潜んでいることが少なくありません。

特に、自動車運送事業用自動車（以下「事業用自動車」という）にあっては、運行を管理している

のは、運転者自身でなく、雇い主である事業者等であり、何らかの制約の中で運転業務を行ってい

るのが通常であるため、事業者が運輸安全マネジメントにより事故を防止する取組みを推進するた

めにも、事故の原因を追及し改善策を検討する必要があります。 

平成 11 年６月の運輸技術審議会の答申「安全と環境に配慮した今後の自動車交通政策のあり方

について」では、「安全対策を効果的に実施するため、必要な分野について、特に詳細な分析、い

わば事故の『解剖』を行うとともに、具体的なプログラムに沿って全国的な情報収集ネットワーク

を構築することが必要である。」と記載されており、具体的な手法として、運輸支局又は地方運輸

局（以下「運輸支局等」という）が自ら事故事例を収集して、詳細な調査を実施するとともに、自

動車交通及び安全解析に携わる専門家が中心となって、運輸支局等が収集した事故情報を詳細に分

析し、再発防止を意図した交通安全対策に活かしていく必要があるとされています。 

これらのことから、事業用自動車の事故について、事故の経過、運転者の状況、運行管理の状況、

車両の状況等の情報を収集し、さらに、収集した事故情報を効果的に再発防止対策の立案に反映さ

せるため、事故発生の要因及び背景を主に４つの要因（運転者面（Man）、車両面(Machine）、走

行環境面（Media）、管理面（Management）)の４Ｍ要因に整理し、科学的な究明・分析を行うこと

を目的として、平成 11 年度から一部の地域でモデル的に開始した「自動車事故対策パイロット事

業」を足がかりに、平成 13 年度からは「自動車運送事業に係る交通事故要因分析事業」として実

施しているところです。 

別
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１．事業用自動車の交通事故の傾向分析 

 

（１）交通事故件数の推移 

平成 23 年中に全国で発生した交通事故全体の件数は 691,937 件であり、そのうち、事

業用自動車は 49,080 件でした。 

なお、事業用自動車については、「事業用自動車総合安全プラン 2009（平成 21 年 3 月）」

において、平成 30 年までの 10 年間で人身事故件数を半減（3 万件以下）し、中間年であ

る平成 25 年には 4 万 3 千件とする目標値が示されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 交通事故件数の推移 
出典：警察庁「交通統計」 

(財)交通事故総合分析センター「事業用自動車の交通事故統計」 

 

936,721
947,993952,191

933,828

886,864

832,454

766,147
737,474

725,773

691,937

43,000

30,000

65,966
68,321

68,034 68,409

65,541
61,873

56,295

51,536 51,061
49,080

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

1,100,000

1,200,000

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

交通事故全体 事業用交通事故全体
（件）

事業用
（件）

 2 

8,326 

7,702 
7,358 

6,871 

6,352 

5,744 

5,155 
4,914 4,863 

4,612 

2,500

781 778 
731 740 

656 
610 

513 
468 490 

447 
380 

250

0 

200 

400 

600 

800 

1,000 

1,200 

1,400 

1,600 

1,800 

2,000 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

9,000 

10,000 

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

死者数全体 事業用

死者数全体

(人）
事業用

(人）

（２）交通事故死者数の推移 

平成 23 年中に全国で発生した交通事故全体における死者数は 4,612 人であり、そのう

ち、事業用自動車での交通事故死者数は 447 人となりました。 

なお、平成 21 年１月に政府が掲げた「平成 20 年から平成 30 年の 10 年間に交通事故

死者数を半減させ、2,500 人以下とする」との目標値を受けて、「事業用自動車総合安全プ

ラン 2009」においても、同 10 年間で事業用自動車での交通事故死者数を半減させ、平成

30 年には 250 人以下とする目標値を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図２ 交通事故死者数の推移 
出典：警察庁「交通統計」 

(財)交通事故総合分析センター「事業用自動車の交通事故統計」 
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（３）走行距離 1億キロあたり事業用自動車の業態別交通事故死者数の推移 

トラックは他の業態よりも走行距離あたりの死者数が多いものの、その差は年々小さく

なっています。平成 23 年はトラック、乗合バス、貸切バスで前年に比べ減少し、タクシ

ーのみ前年に続き増加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 走行距離１億キロあたり事業用自動車の業態別交通事故死者数の推移 
出典：警察庁「交通統計」 

(財)交通事故総合分析センター「事業用自動車の交通事故統計」 

国土交通省「自動車輸送統計調査」 
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２．過労運転による事故を防止するための対策（中間整理） 

   

（１）本検討の趣旨 

 

①これまでの取組み 

国土交通省においては、「事業用自動車総合安全プラン２００９」に基づき、事業用自動

車の死者数及び事故件数を半減するなどの事故削減目標を掲げ、運行管理制度や事故情報の

活用の充実などの施策を講じ、事業用自動車に係る事故の削減に取り組んできたところです。 

一方、本交通事故要因分析検討会では、これまでも次のテーマで過労運転防止について取

組んできています。 

 

 

 

 

②自動車運送事業全般に関わる過労運転防止対策の検討の必要性 

しかしながら、トラックについては、引き続き過労運転が原因と思われる事故が発生し，

高速ツアーバスでも昨年４月に運転者の居眠りが直接的な原因と思われる事故が発生する

など、過労運転防止が引き続き、社会的な問題となっています。 

すでに高速ツアーバスについては、国土交通省において、「高速ツアーバス等の過労運転

防止のための検討会」を昨年５月に設置して検討を進め、交替運転者の配置基準等を策定す

るなどの取り組みを進めているところです（平成 25 年４月２日に報告書を公表）。 

このような状況を踏まえつつ、自動車運送事業全般にわたる過労運転の防止というテーマ

について、改めて本交通事故要因分析検討会においてこれまでに実施してきた検討成果等を

活用しつつ、これまでに発生した事故事例について更なる分析を進め、過労運転に対する問

題点や課題の整理を行うとともに、先進的な取り組み等について調査を進め、自動車運送事

業者等関係者が連携して取り組むことが望ましい実効性のある措置を検討する必要がある

との認識の下、平成２４年度に検討を進めてきました。 

 

③平成 24、25 年度の２ヵ年での検討について 

本検討はバス以外のタクシー、トラックについても過労運転の背景、要因について引き続

き多角的に分析するとともに実効性ある対策について検討するため、ワーキングを設置して

検討を深度化するなどの作業に取り組んでいるところであり、これらの取り組みを推進する

ため、平成２５年度までの２ヵ年での検討とします。 

今年度はこれまでに検討会で取り上げた事故事例の分析や、事業者における取組みの例等

について中間報告として整理を行いました。 

・「事業用自動車の運転者に係る過労運転の実態に関する調査」平成 18 年度 

・「トラックの過労運転による事故を防止するための安全対策の提言」平成 19 年度 

・「トラックの追突事故を防止するための課題整理と対策検討」平成 23 年度 



 5 

（２）検討の手順 

過労運転防止対策の検討について、平成 24 年度は①事故事例に係る分析、②事業者にお

ける過労運転、居眠り運転に有効な対応策の例等について調査しました。しかしながら、事

故分析は、これまでに検討会で取り上げた事故事例分析（ミクロ分析）の範囲にとどまって

おり、また、有効な対応策の例は一部の事業者からの情報収集にとどまっています。このた

め、平成 25 年度により横断的かつ詳細な検討を行うこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 課題整理、対策検討のフロー 

 

 

（３）過労運転が要因と推測される個別の事故の分析 

平成 24 年度は、これまでに検討会で取り上げた社会的影響の大きい重大事故事例調査の

中から、過労が事故要因として疑われる事例を対象として特定した上で、要因分析を試みに

行いました。 

具体的には、これまでに検討会で取り上げた社会的影響の大きい重大事故事例調査（平成

18 年から平成 23 年の 79 件）から、過労が事故要因として疑われる重大事故事例（23 事例）

を対象として分析を行いました。今後、事例数を増やす、あるいは新たな分析項目の追加を

検討する等の分析の充実を図る予定です。 

 

運行管理上の問題点を把握するため、23 事例において指摘の多かった要因について、それ

ぞれの要因に係る事故件数を求めました（次頁）。その結果、以下のことがわかりました。 

運転者面では、「居眠り運転（６件）」、「漫然運転（７件）」が多かった。 

運行管理面では、「無理な運行計画（事故日前１週間の拘束時間 65 時間超）の作成（11

件）」、「点呼に問題がうかがわれる（10 件）」等が多かった。 

原因の推定（検討会の議論等） 

事故分析 

有効な対応策の検討 

過労運転、居眠り運転に有効な対応策の例 

過労運転、居眠り運転に 

関わる要因と原因の解明 

課題の整理 
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表１ 23 事例で指摘のあった主な要因 

 事故要因 指摘のある事故件数 

運転者面 過労運転事故の直接の要因 

（１事例につき最も大きい要因ひとつ） 

 

 ・居眠り運転 ６件 

 ・漫然運転 ７件 

 ・わき見運転 ２件 

 ・飲酒運転 １件 

 ・意識消失 １件 

 ・その他（疲労、ストレス等の蓄積のみ） ６件 

 事故直前の睡眠時間不足 12 件 

 睡眠場所、睡眠環境に問題 ※１ ３件 

運行管理面 無理な運行計画（改善基準告示違反）  

 ・事故日前１週間の拘束時間 65 時間超 11 件 

 ・事故直前休息期間 8 時間未満 ７件 

 運行が運転者まかせ ７件 

 点呼に問題（未実施等） 10 件 

 体調、疲労状態未確認 ４件 

 適性診断に問題  

 ・適性診断を未受診 ７件 

 ・適性診断結果の未活用（未受診以外） ７件 

 健康管理の不備（健康診断未受診等） ５件 

 運転者への教育未実施 １件 
※１．睡眠場所、睡眠環境に問題は、主に休息期間を車中のシートで仮眠する等。 
※２．件数は、「過労運転、居眠り運転への影響大」「過労運転、居眠り運転への影響が考えられる」を

合算。件数は、１事例で複数の項目に計上。 
 

 

（４）分析結果からの事故の要因整理 

23 事例の分析結果を踏まえると、過労および居眠り運転に至る背後要因としては 1)～6)

が考えられます。現時点においては 23 事例の分析であるため、今後は具体例を増やしてい

くとともに、事故要因の細分化、各要因の因果関係について分析していくことが必要と思わ

れる。 

 

1）運転者、運行管理者の居眠り運転の危険の認識不足 

 

2）運転者の睡眠環境が整っていない 

①運転者は夜間運行して昼間に睡眠を取る勤務が多く、疲れがとれにくい状態であった。 

②運転者の睡眠場所、睡眠環境が良くなかった。 
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3）無理な運行計画 

①運行管理者が運転者に８時間以上の休息期間を与えていない。拘束時間超え等。 

②長時間の運転業務から睡眠不足（車中等での睡眠の分割）での運転。 

 

4）運転時間、休憩時間、休息期間、運行経路等が運転者まかせとなっていた 

 

5）運行管理者が点呼の際に運転者の眠気、気力、疲れを十分に確認していなかった 

 

6）運転者毎の特性の把握が不十分 

 

7）その他の背後要因 

 

また、過労運転による事故の全体像を把握するため、23 事例に共通する要因を抽出し、睡

眠不足、睡眠障害が事故及びヒューマンエラーに至るまでの要因間の関係を次頁の図５に整

理した。 
 

 

（５）今後の課題 

「過労運転による事故防止」については、今年度、①過労が原因と推測される事故の分析、

②過労運転や居眠り運転に関わる要因と原因の解明、③有効な対応策の例、等について検討

しました。 

平成 25 年度は、今年度に検討できなかった以下の点について、事故実態や関係事業者の

実態を踏まえ、その背景や要因を十分に掘り下げた上で多角的な分析・検討を行います。 

 

① 過労運転事故の発生の背景・要因に関する基礎データの収集・整理 

 

② 海外及び鉄道等の他モードにおける過労運転防止対策の調査 

 

③ 過労運転の背景・要因関係図の作成 

 

④ 運転者中に眠くなったときの対処法や点呼等から過労を判断する方法の調査 

 

⑤ 上記の背景・要因を踏まえた、今後の過労運転対策に関する検討 

 

⑥ 検討結果のとりまとめ 
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３．社会的影響の大きい重大事故の要因分析 

 

  事業用自動車の事故の要因を調査・分析し、同種事故の再発防止を図るため、社会的影響の大

きい重大事故のうち、運送事業者の事故防止の取組みにおいて参考になると考えられる10事例に

ついて、要因分析と再発防止策を以下のとおりまとめました。 

 

① 乗合バスが交差点右折時に横断中の歩行者を轢過した事故【乗合】 

（事故概要） 

乗合バスが運行中、Ｔ字交差点を青信号

で右折したところ、横断歩道を横断してい

た歩行者（80 歳代女性）に気づかずに当該

バスの右前部側面と衝突して転倒したとこ

ろ、右前輪で両足を轢過し、その後右後輪

で下半身を轢過したことにより死亡した。 

 

要  因 再発防止策 

・当該運転者は、当該乗務区間の運行に慣れて

おり、終点まであと 2 停留所という所であっ

たため、気が緩んでいた可能性があった。当

該運転者は、対向車の有無は確認していたが、

右折した横断歩道の歩行者は全く認識できて

いなかった。 

・当該車両構造の特性として、右ピラーに少し

の死角が生じていたため、横断の最初から衝

突するまでバス右ピラー死角にすっぽり隠れ

ている時間のあった人車相対位置関係が成立

する可能性が考えられる。 

・運転者は、あまり減速せずに右折していた。 

・交差点の右折時において、信号が青でも一時

停止することについて、運転者への個別の指

導・監督の内容が不足していた可能性が考え

られる。 

・事故現場の交差点に向かうバスは登り坂で交

差点右側は民家が死角になり、交差点手前 B

点で右折側横断歩道 A 点を十分確認できなか

った。 

・運転者は、運転中は運転に集中し、進行方向

の歩行者等に注意して走行する。 

・運転者は、危険を予測し、回避できる運転操

作を徹底する。 
・バス車体右ピラーが有する潜在リスクを減ら

す技術的工夫として、ピラーを透明な材料に

切り換える（構想はあるが実用化は未だ）。 

・死角の存在を強く認識して運転者が意識的に

体動で死角内歩行者発見に努める。 
・運転者は、交差点で右左折をする際には、十

分に減速し、一時停止してから、注意して進

入する。 
・運行管理者は、交差点では十分な減速を行い、

右折時は信号が青でも一時停止すること、歩

行者、自転車等の状況に注意して交差点に進

入すること等を運転者に対して計画的かつ継

続的に指導する。また、運行管理者は、安全

運行のために必要な行動については正しくル

ール化し、全員で共有する。 

・交差点 C 点にカーブミラーを設置し、道路環

境要因としての民家死角及び機械要因として

のピラー死角を同時に補い、横断歩道の見通

しを確保する。さらに、見通しの悪い交差点

においては、意識的に体動する等、運転者に

対する注意喚起を促す。 

Ｂ

E 

N       S 

W 

Ｃ 

A 
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② 高速ツアーバスが高速道路を走行中、側壁に衝突した事故【貸切】 

本事故は、平成 25 年３月末までに確認している事実をもとに記載したものであり、引き続き、分析・

検討を行うこととしている。 

（事故概要） 

高速ツアーバスが高速道路を走行中、居眠

り運転により左側壁に衝突したと推定され

る（４時台に発生）。乗客７人が死亡、乗客

15 人が重傷、乗客 23 人及び運転者が軽傷を

負った。 

要  因 再発防止策 

・当該運転者は、当該事故時、居眠りをしてい

たと推定される。 

・当該事業者では、拘束時間の記録がなく、乗

務記録の保管が不適切であった。 

・当該事業者では、当該運行の運行経路の事前

調査を怠り、また、運行指示書を作成してい

なかった。また、旅行会社から送付されたバ

ス配車表を運転者に渡し、集合場所で旅行会

社から乗客名簿と座席票をもらい運行してい

た。 

・当該事業者は、当該運転者に対しての安全教

育を実施していなかった。 

・当該事業者では、当該運行において点呼を実

施していなかった。 

・当該事業者では、日日雇い入れられる者を事

業用自動車の運転者として選任していた。ま

た、当該運転者に対しての安全教育を実施し

ていなかった。 

 

・運転者は、休息期間において十分な睡眠時間

を確保する（運行管理者は場所、時間を確保）。

運転者は、過労や睡眠不足が運転に及ぼす危

険性を認識し、疲労を感じた時は早期にパー

キングエリア等において運転を中止する。 

・運行管理者は、自動車運転者の労働時間等の

改善のための基準を正しく理解し、当該基準

の違反とならないよう乗務割を作成し、これ

に従って、運転者に対する運行指示を行う。 

・運行管理者は、当該運行の経由地における発

車及び到着の日時、運転者の休憩地点及び休

憩時間に関する適切な運行指示を行い、交替

運転者の配置基準を遵守する。 

・高速バス等の運転者は、長時間労働となりや

すい労働環境に置かれており、睡眠不足等に

よる過労運転は大きな事故につながり、社会

的にも影響を及ぼすことを認識させる。また、

疲労や眠気を感じた場合は直ちに運転を中止

すること、具体的に休憩する場所等を指導し、

実施状況を運行管理者に報告させる。 

・事業者は、点呼を確実に実施し、運行管理者

が不在の際には補助者を配置する。点呼を実

施する際は、運転者が体調不良時、疲労が蓄

積している場合には、その旨を申告がしやす

い職場の雰囲気づくりや体制づくりを行う。 

・運行管理者は、ドライブレコーダの記録映像、

運行記録計等のデータを活用し、速度ムラ等

の居眠り運転の兆候がみられる場合は、記録

されたデータを元に、運行管理者が適切に運

転者を指導することや、自動的に車載機から

営業所側に通知し、リアルタイムで速度ムラ

等の状況を確認できる機器を活用して、運転

者に運転の中止を指示すること等が考えられ

る。 
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③ 高速ツアーバスが高速道路を走行中、トラックに追突した事故【貸切】 

（事故概要） 

高速ツアーバスが高速道路を走行中、仮睡

状態によりトラックに追突した後、中央分離

帯に衝突して停止した（４時台に発生）。当

該高速ツアーバスの乗客 26 人及びトラック

の運転者が軽傷を負った。 

 

要  因 再発防止策 

・当該運転者は、居眠り運転に近い状態であっ

た可能性が考えられる。 

・当該事業者は当該運行の乗務時間 10 時間を超

えるものの実車距離が 400km を超えないた

め、交替運転者を配置していなかった。 

・具体的な休憩場所の指示がなかった。 

・運転者は、休息期間において十分な睡眠時間

を確保する（運行管理者は場所、時間を確保）。

運転者は、過労や睡眠不足が運転に及ぼす危

険性を認識し、疲労を感じた時は早期にパー

キングエリア等において運転を中止する。 

・事業者は、深夜にまたがる運行や配置基準ぎ

りぎりな運行には、余裕を持って交替運転者

を配置する。 

・運行管理者は、運転者の休憩地点及び休憩時

間、休憩場所に関する適切な運行指示を行う。 
  

④ 貸切バスが高速道路を走行中、道路作業車に追突した事故【貸切】 

（事故概要） 

貸切バス（通称スキーバス）が高速道

路を走行中、前方で融雪材を散布してい

た道路作業車に追突した（３時台に発

生）。当該貸切バスの運転者が重傷、乗客

21 人が軽傷を負った。 
 

要  因 再発防止策 

・当該運転者は、漫然運転により作業車両の認

知が遅れた。 

・当該運転者は、居眠り運転に近い状態であっ

た可能性が考えられる。 

・当該運転者は、制限速度 50 km/h を大幅に超

過する、時速 90 km/h で走行していた。 

・当該事業者は、当該運行（往復）の拘束時間

を 17 時間で計画しており、交替運転者を配置

していなかった。 

・当該事故は、当該運転者が走行車線を走行中

の注意不足により、車線を逸脱して左側壁に

衝突したと推定される。 

・運転者は、運転中は、運転に集中し、前方に

注意して走行し、危険を予測し、回避できる

運転操作を徹底する。 

・運転者は、居眠り運転が及ぼす危険性を認識

し、注意力が低下した時は、早期にパーキン

グエリア等において運転を中止する。また、

深夜の休憩時に食事をとる際は、食べ過ぎな

いようにする。 

・運転者は、状況に応じた安全速度を徹底する。 

・運行管理者は、運行経路の事前調査及び運転

者への的確な運行指示を行う。 
・事業者は、運転者の低覚醒状態（居眠り）、疲

労状態を検知して運転者に警告する機器、シ

ステムについて導入、活用する。 
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⑤ 専用道路で個人タクシーが料金所施設に乗り上げ、転覆した事故【乗用】 

（事故概要） 

個人タクシーが自動車専用道路を実車で運

行中、当該タクシーが制限速度 20 km/h のと

ころを 70km/h 速度超過のまま料金所の ETC

レーンに進入し、運転操作を誤り、料金所手

前のアイランドに乗り上げ転覆し、料金所施

設を破壊しながら滑走し停車した。当該個人

タクシーの乗客１名が重傷を負った。 
要  因 再発防止策 

・当該運転者は、制限速度 20km/h のところを

70km/h 速度超過して ETC レーンに進入した。 

・当該運転者（60 歳代）は、糖尿病であったが、

治療と自己管理ができていなかった。 

・当該事業者（運転者）は、個人タクシー協会

に加盟しているが、当該事業者（運転者）に

対して指導及び監督は行われていなかった。 
・後部座席の乗客について、シートベルトの着

用が徹底されていなかった。 

・運転者は、プロ運転者として法令を遵守する

と共に、安全運転の重要性を再認識し、運転

に集中する。 

・糖尿病等については、健康起因事故を引き起

こす可能性があることを理解し、処方薬は、

運転に影響がないように、服薬のタイミング

を必ず守る。 

・個人タクシー事業者に対して、定期的な研修

制度の義務づけを検討する。 

・運転者は、乗客のシートベルトの装着を徹底

する。後部座席シートベルト非装着時警報装

置の装備も有効である。 
  

⑥ タクシーが転回中に右後方からのバイクに衝突した事故【乗用】 

（事故概要） 

タクシーが国道を空車で運行中、道路反対側

の利用者を乗車させるため、路肩に寄り後方か

らきた車両を通過させＵターンしようとした

ところ、さらに後方からきた２人乗り自動二輪

車に気づかず衝突した。自動二輪車の運転者１

名が死亡、搭乗者１名が重傷を負った。 

要  因 再発防止策 

・当該事故は、運転者が空車時に道路反対側の

利用者を早く乗車させたいために、一気に転

回（Ｕターン）し、二輪車の発見が遅れて衝

突事故に至ったと推定される。 

・当該事業者は当該運転者に対して、適性診断

を平成 13 年６月から受診させていなかった。 

・当該事業者では、全運転者に対する集合教育

を月１回実施し、道路運送法、道路交通法、

接客等に関する事項が口頭で伝えられるのみ

で、事故及びヒヤリハット事例等は活用して

いるが指導効果は不十分であった可能性があ

る。 

・当該事業者は、高齢運転者への対策を講じて

いなかった。 

・運転者は、次の交差点まで直進し、右左折し

て反対車線に移動する。 

・事業者は、運転者の運転行動の改善を図るた

め積極的に適性診断を活用し、個々人の運転

特性を把握するとともに運転者と話し合いを

しつつ、運転者の特性に応じたきめ細かな指

導を実施する。 

・事業者は、反対車線で客拾いする場面の安全

手順を全運転者対象に教育する。個人任せに

しないで会社の方針を決めて周知徹底する。

グループワーク方式でドライブレコーダを活

用しながら行うのも一案である。 

・事業者は、高齢運転者を日勤の乗務に充て、

運転者に反応時間の衰え等を理解させる。 
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⑦ 交差点でタクシーが横断中の自転車に衝突した事故【乗用】 

（事故概要） 

タクシーが客扱後に市内へ回送中、押ボタン式

点滅信号の交差点で自転車が赤信号を無視して

横断しており、前方を走行していた車両は急ハン

ドルにより回避したが、追走中の当該車両は避け

きれずに自転車と衝突した。自転車で横断してい

た１名が死亡し、運転者は被害者の救護中に後続

の軽自動車と接触して重傷を負った。 
要  因 再発防止策 

・当該運転者は、事故当時、制限速度 50km/h の

道路を 75km/h と制限速度を大きく超過して

走行していた。加えて、適切な車間距離もと

っていなかったと推定される。 

・当該運転者（60 歳代）は、適性診断では「動

体視力に問題あり」との判定を受けていた。 

・当該運転者は被害者の救護中にハザードラン

プを点灯させていたが、周囲の安全確認を怠

った可能性が考えられる。 
・当該運転者は、速度超過が日常的に見られて

いた。これに対して、運行管理者が運行記録

計の記録から速度超過の回数を運行管理シス

テムに入力し、翌日の始業の際に注意喚起を

行っていた。 

・運転者は、速度超過や車間距離をとらないこ
とが及ぼす危険性を認識し、自分の運転特性
を見直す。 

・高齢運転者は、視力の衰えの可能性があるた
め、適性診断等で指摘を受けた場合、事業者
は、当該運転者を視界の確保できる昼間勤務
に充て、反応時間の衰え等を理解させる。 

・運転者は、被害者を救護する時は周囲の安全
を確認する。運行管理者は、事故発生時にお
いて、それ以上被害を拡大しない対処方法に
ついて、指導・監督を行う。 

・事業者は、改善兆候のない運転者をまとめて
企業内で特別研修を実施するか、外部の研修
機関へ付託する等の措置をとる。効果が無い
場合は、配置転換等の措置を検討する。 

  
⑧ 高速道路で普通トラックが渋滞中の車列に追突した事故【貨物】 

（事故概要） 

・普通トラックが高速道路を走行中、運転者が

携帯電話を直視していたため、わき見運転と

なり、渋滞の最後尾の乗用車に追突し、４台

を巻き込む多重事故となった。追突された乗

用車の乗員のうち１名が死亡、２名が重傷、

１名が軽傷を負った。 
・当該運転者は、オートクルーズコントロール

を使用して約 80km／h で走行していた。 

要  因 再発防止策 

・当該運転者は、拘束時間 16 時間超え（13 件

／月）、休息期間８時間以下（11 件／月）と

なる過密スケジュールにおいて、精神的疲労

も蓄積していた可能性が考えられる。 

・当該運転者は、荷主への到着時間と運行経路

を自分で調べて休憩、休息時間および場所を

決定しなければならなかった。 

・運転者は、オートクルーズコントロールを使

用している時に携帯電話を使用しており、事

故時も携帯電話を注視し、ほぼノーブレーキ

状態で追突していた。 

・運転者は、休息期間において質の高い十分な

睡眠時間を確保し（運行管理者は時間、場所

を確保）、過労や睡眠不足が運転に及ぼす危険

性を認識し、疲労を感じた時は早期にパーキ

ングエリア等において運転を中止する。 

・運行管理者は、効率的な運行経路情報を提供

して運転者の労働を支援する体制を敷く。事

業者は、車両にカーナビ装置、デジタルタコ

グラフ等を装着し、運転者の負担軽減を図る。 

・運転者は、運転中の車両が、1秒間に移動す

る距離を知る等、わき見運転の危険性を理解

し、わき見運転をしない。また、ACC の限界

について事業者から教育を受ける。 
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⑨ 高速道路で普通トラックが徐行していた乗用車に追突した事故【貨物】 

（事故概要） 

紙類を積載した大型トラックが高速道路を

走行中、前方で起きた事故のために徐行して

いた乗用車に追突した。追突された乗用車は

さらに前方の乗用車に追突し、死者１人、重

傷者２人、軽傷者３人の事故となった。 

 

要  因 再発防止策 

・当該運転者は漫然運転状態であった可能性が

考えられる。 

・運転者は、事故日前１ヵ月において 13 件の連

続運転時間の違反をしていた。事業者の改善

基準告示を遵守した安全な運行についての指

導・監督も不足していたと考えられる。 

・運転者及び運行管理者は、衝突被害軽減ブレ

ーキが運転に対して支援する範囲を超えて使

用し、過信していた可能性が考えられる。 

・運転者は、運転中は、運転に集中し、前方に

注意して走行するとともに、危険を予測し、

回避できる運転操作を徹底する。 

・運転者は、運行指示に従い、適正な休憩時間

をとり、その重要性を認識する。事業者は、

改善基準告示の遵守を徹底するよう、運転者

に対して指導・監督を行う。 

・運転者及び運行管理者は、ＡＳＶ技術を装着

するにあたっては、その技術が支援する範囲、

過信の恐れ等について理解を深めることが必

要である。 

  
⑩ コンテナセミトレーラをけん引したトラクタがカーブでコンテナを落下した事故【貨物】 

（事故概要） 

コンテナセミトレーラをけん引したトラク

タが国道ランプを走行中、ランプ右カーブにさ

しかかったところで約 55 ㎞/h に減速、カーブ

に入り右側の追い越し車線（第２通行帯）に車

線変更した際に、40 フィート海上コンテナが

脱落した。 

 

要  因 再発防止策 

・運転者は、右急カーブ（R80、下り勾配）に

おいて左車線から右車線に車線変更を行い、

制限速度を超過して走行していたことにより

コンテナが脱落したと考えられる。 

・事業者の運転者に対する教育は不定期に個別

に実施されており、その内容もトラック運転

者としての基本的な心構え、トラックの安全

運行のために遵守すべき基本的事項、トラッ

クの構造上の特性、交差点での注意等となっ

ていた。 

・なお、コンテナ緊締装置はすべてロックされ

ており、当該事業者の「海上コンテナシャー

シ安全点検表」を使用して緊締後に確認もさ

れていた。 

・運転者は、コンテナセミトレーラの構造上の

特性を理解した上で、走行環境に応じた速度

で走行するとともに、カーブでの無理な追い

越しは、慣性力を増大させ、トレーラの横転

に繋がることを理解する。 

・運行管理者は、国際海上コンテナを輸送する

際の車両の特性（トラクタ及びトレーラのサ

スペンションの特性や車両の傾き方への注

意）に関する運転者への指導・監督を強化す

る。 

・今後、コンテナのより確実な緊締方法につい

て、検討していく必要がある。 

 

脱落したコンテナ 

高速道路（高架） 
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平成２４年３月３０日 

自 動 車 局 

 

事業用バス火災事故の分析と防止に向けた対策について 
 

 今般、ここ最近の４年間（平成１９年～２２年）に発生した事業用バスの
火災事故６１件(注)について、その内容を分析しました。 
 その結果、原因では「点検整備不十分」や「整備作業ミス」といった点検
整備が関係しているものの割合が多く（２５件）、また、出火に至る状況で
は、「ショート等電気関係」や「ブレーキ・タイヤの過熱」の割合が多かっ
た（２５件）ことから、これらの火災事故の防止に向けて、次の対策を講じ
るよう周知することとしました。（別紙参照） 
 

＜注意すべき事例と必要な対策＞ 
① ショート等電気関係の不具合から火災事故に至る事例 

原因 具体的な原因の内容 必要な対策 

整 備 作 業

ミス 

バッテリー等を交換した際の

バッテリーやコネクタの固定

不良 

バッテリー固定金具やバッテリー端子取

付け用ナットは、工具を使ってしっかり

と締め付けて固定することが必要 

点 検 整 備

不十分 

経年劣化による配線の腐食 電気配線に損傷がないか、かつ、クラン

プに緩みがないか点検することが必要 

※ショート等電気関係の不具合から火災事故に至る事例は、車齢にかかわらず発生して

います。点検の際のミス（点検後の正しい状態への戻し忘れ）の防止や、メーカーが

設定する定期交換部品の確実な交換を心がけるよう注意しましょう。 

 

② ブレーキ・タイヤの過熱から火災事故に至る事例 

原因 具体的な原因の内容 必要な対策 

点 検 整 備

不十分 

長期間の整備未実施によるブ

レーキ部品の作動不良 

ブレーキ部品の定期的な点検整備を確実

に実施することが必要 

※ブレーキ・タイヤの過熱から火災事故に至る事例は、車齢が比較的高い車両において

見られます。車齢が高いバスの使用者は、特に注意しましょう。 

 
 国土交通省は、これらの結果を踏まえて、（公社）日本バス協会や（社）
日本自動車整備振興会連合会等の関係団体に対して、適切かつ確実な点検整
備を実施するよう周知するとともに、今後も自動車点検整備推進運動等のあ
らゆる機会を捉えて、適切かつ確実な点検整備の励行等の取組みを行って参
ります。 
 

(注) 自動車事故報告規則（省令）による報告により把握したもの。（放火を除く。） 

 

     <問い合わせ先> 

     国土交通省 自動車局 整備課 鈴木、湯原 

      TEL：03-5253-8111 (内線:42426,42415)  03-5253-8600 (直通) 

別添７



 

 

 

平成２４年７月１３日 

自 動 車 局 
 

エンジンオイルの劣化による車両火災防止に向けた対策について 
～エンジンオイルは一定の期間又は一定の走行距離ごとに交換が必要です～ 
 

国土交通省では、社会的な影響や反響の大きい車両火災等の重大事故について、その発

生を防止するため、「使用過程車の保守管理に関する調査分析検討会」を開催し、ユーザ

ーへの効果的な情報提供等に向けて取り組んでいるところです。 

今般、車両火災事故の中では、エンジンから出火しているものが最も多いことから、こ

れに着目して分析したところ、エンジンオイルの劣化によって引き起こされることが確認

されたため（別紙参照）、夏の行楽シーズン前に、マイカー等の自動車ユーザーに対して、

改めて次の対策を講じるよう周知することとしました。 

 

＜注意すべき事例と必要な対策＞ 

●エンジンオイルの適切なメンテナンスを怠っていると、エンジンオイルの劣化により

潤滑不良に至ることでエンジンが破損し、最悪の場合、火災が発生することがありま

す。 

●エンジンオイルは、自動車を長期間使用する場合だけでなく、エンジンが十分温まら

ない短時間の使用においても劣化が進行するため、トラックやマイカー等自動車のタ

イプや使用状況に関わらず、量と汚れについて、日常点検(http://www.tenken-

seibi.com/tenken/pdf/sassi1.pdf)を実施しましょう。 

●また、エンジンオイルは、一定の期間又は一定の走行距離ごとに交換が必要となりま

すので、メーカーが車両毎に推奨する交換時期や走行距離を参考に、整備工場等で交

換を実施しましょう。 

 

 
 
 
 国土交通省は、上記の対策を含め、日本自動車整備振興会連合会や日本自動車連盟等の

関係団体に対して、ユーザーに適切かつ確実な点検整備の実施を周知するよう依頼すると

ともに、今後も自動車点検整備推進運動等のあらゆる機会を捉えて、適切かつ確実な点検

整備の励行等の取組みを行って参ります。 

 

＜エンジンの破損状況＞ ＜発火の状況＞ 

<問い合わせ先> 
国土交通省 自動車局 整備課 中川、鈴木 
 TEL：03-5253-8111 (内線:42412,42426) 03-5253-8600 (直通)  FAX：03-5253-1639
交通安全環境研究所 自動車安全研究領域 伊藤  
 TEL：0422-41-3213 

※エンジンオイルの劣化から潤滑不良に至
り、コンロッドが折れてシリンダブロッ
クを貫通してできた穴の様子 

※シリンダブロックの穴から飛散
したオイルが排気管にかかるな
どにより発火に至るものと推定 

別添８



◆貸切バス事業者安全性評価認定制度の概要

貸切バス事業者安全性評価認定制度について

◆貸切バス事業者安全性評価認定制度の概要
貸切バス事業者の安全性や安全の確保に向けた取組状況を評価・公表することで、貸切バスの利用者や旅行

会社がより安全性の高い貸切バス事業者を選択しやすくするとともに、本制度の実施を通じ、貸切バス事業者の
安全性の確保に向けた意識の向上や取り組みの促進を図り、より安全な貸切バスサービスの提供に寄与すること
を目的に、日本バス協会が実施。を目的に、日本バス協会が実施。
認定事業者は、運行する貸切バスの車体や自社のホームページ等に「SAFETY BUS」（セーフティバス）マーク

を掲示し、認定事業者であることをＰＲすることが可能。
日本バス協会及び国土交通省のホームページ上で認定事業者の一覧を閲覧可能。認定又は認定取消しの

都度更新。都度更新。

【参考】 平成２５年１１月１日現在の認定事業者
認定事業者数 ５３２者（約 １２％）
認定事業者の車両数 １５，６３６両（約３２％）
※ （ ）内は貸切バス事業者数 車両数に対する割合

「SAFETY BUS」（セーフティバス）マーク

※ （ ）内は貸切バス事業者数、車両数に対する割合

◆評価認定の方法
以下の項目について、日本バス協会において書面及び訪問審査を行い、学識経験者、有識者、国土交通省、
日本バス協会により構成される「貸切バス事業者安全性評価認定委員会」において評価認定

◆評価認定制度の更新申請（キャリアアップ）
（有効期間：２年間）
○ 認定種別 ⇒ 一ツ星、二ツ星、三ツ星の３種類

○ 初申請の事業者の得点が
・ ６０点以上 ⇒ 一ツ星取得
・ ５９点以下 ⇒ 却下

日本バス協会により構成される「貸切バス事業者安全性評価認定委員会」において評価認定。
ア） 安全性に対する取組状況 （配点６０点）

（例）◇法令順守事項について適切に取組まれているか （全てクリアすることが必要。クリアしないものは申
請却下）

◇法令順守事項よりも高いレベルでの取組みを行っているか
・ 記録機能を有するシステム化されたアルコールチェッカーを使用して厳正な点呼を行っているか
・ デジタル式運行記録計を活用しているか 点以下 却下

○ 更新時に、一ツ星事業者の得点が
・ ８０点以上 ⇒ 二ツ星に昇格
・ ６０点以上７９点以下 ⇒ 一ツ星のまま
・ ５９点以下 ⇒ 認定無効

行記録 を活用
・ ドライブレコーダーを導入して教育･指導を行っているか 等

イ） 事故及び行政処分の状況 （配点２０点）
（例） ・ 過去２年間に有責の死傷事故が発生していないか

・ 過去１年間に転覆等の事故が発生していないか
・ 行政処分による累積点数を配点から差し引く 等

ウ） 運輸安全マネジメントの取組状況 （配点２０点）
輸 確 ○ 更新時に、二ツ星事業者の得点が

・ ８０点以上 ⇒ 三ツ星に昇格
・ ６０点以上７９点以下 ⇒ 一ツ星へ格下げ
・ ５９点以下 ⇒ 認定無効

（例） ・ 輸送の安全確保の責任体制
・ 安全方針の策定と全従業員への周知徹底
・ 安全に対する会社を挙げての取組み 等

別
添

９


